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はじめに 

 

本市を取り巻く社会情勢は、人口減少社会と超少子高齢化社会が進行して

おり、市 の税 収と 職員数は 、今 後確 実に減少 する こと が見込ま れて いま す。

一方で、市に対するニーズは年々多様化・複雑化しており、限られた経営資

源による市民サービスの維持・向上が喫緊の課題となっております。  

そうした中、令和２年以降、世界中で新型コロナウイルス感染症が感染拡

大しています。そして、この感染拡大は、一瞬にしてこれまでの世界の日常

を大きく変容させました。マスクの着用や手指の消毒だけでなく、学校や職

場に通うことさえ控えることが求められました。市民サービスの提供が使命

の市役所でも、施設を閉鎖したり、市役所への来庁をお控えいただいたりと、

感染拡大防止のために大幅なサービスの制限を求められました。また、様々

な経済対 策や ワク チン接種 事業 、Ｗ ＥＢ会議 対応 やテ レワーク の実 施な ど、

これまで想定していなかった新たな課題に、感染対策を取りながら、これま

でにないスピードで取り組まなければなりませんでした。 

この様な 「新 たな 日常（ニ ュー ノー マル）」は 、今後、「当たり 前の 日常 」

になると言われています。これまで当然のことと考えられていた認識や理想、

価値観などが劇的に変化する中で、これらに的確に対応し、市民サービスを

提供し続けるためには、市役所もまた迅速かつ劇的な変革が必要となります。 

このため、行財政改革２０２５では、従来の行財政改革を更に進め、徹底

的にこれまでの制度や組織、運営形態の見直しに重点を置いた計画として策

定しました。本計画を指針としてニューノーマル時代に的確に対応し、市を

持続可能な組織としてまいりますので、市民の皆様のご理解とご協力を賜り

ますようお願い申し上げます。 

最後に、行財政改革２０２５の策定に当たりましては、小金井市行財政改

革市民会議、市議会及び多くの市民の皆様から貴重なご意見をいただきまし

たことに、ここに深く感謝申し上げます。 

 

令和４年８月  

                          
小金井市長 
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Ⅰ 行財政改革２０２５の方向性 

 

 

１ 策定に当たって 

 

 ⑴  行財政改革とは 

地方自治体の最も重要な役割は、地方自治法により住民の福祉の

増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果 を挙げることと定

められています。そして、行財政改革はこれを実現するために、 時

代に即した行政需要に的確に対応 し、制度や組織、運営の在り方を

見直し、行財政運営の適正化・効率化を図るものです。 

    行財政改革２０２５では、時代背景を踏まえた課題や行政需要を

的確に捉え、優先的に取り組むべき項目を明確にすることで、戦略

的に経営資源を配分し、高い実効性を確保してまいります。 

 

⑵  時代背景 

    現在、我が国では人口減少や少子高齢化が急速に進んでおり 、生

産年齢人口が減少することで全国の自治体では、今後、大幅な税収

の減少と職員数の減少が見込まれています。その反面、社会保障関

連経費は増加し続け、高度経済成長期に建設された公共施設の老朽

化が一斉に進むことで、多額の維持管理費用が必要とされています。

さらに、地球温暖化の影響等による 暑さ対策や自然災害対策にも多

額の費用を必要としており、自治体経営は非常に厳しい局面を迎え

ています。また、令和２年以降続く新型コロナウイルス 感染症の感

染拡大は、市民サービスにもパラダイムシフト ¹とも言うべき大きな

変化を引き起こすなど、市を取り巻く環境はかつてないほどのスピ

ードで変化しています。 

    このような時代において、引き続き 市民の福祉の増進 を図り、小 

 
¹　その時代や分野において当然のことと考えられていた認識や理想、社会全体の価値観などが革命的又は劇的に変化すること。
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金井市を「選ばれるまち、選び続けられるまち 」とするためには、時

代に即した行財政改革に全庁を挙げて取り組む必要があります。  

 

 

２ これまでの行財政改革について 

 

⑴  行財政改革大綱について 

本市では、平成９年に行財政改革大綱を策定して以来、 約四半世紀

にわたり全庁を挙げて行財政改革に取り組んでまいりました。 平成９

年当時、本市は長引く不景気と少子高齢 化社会が進行する中で、 中央

線高架化事業の開始も重なり、地方分権等への対応と、遅れていた「ま

ちづくり」を早急に進める必要がありました。しかし、平成７年度に

財政構造の弾力性を判断する指標である経常収支比率が全国ワースト

１となり、平成９年度には退職金を 支払うことができず退職手当債を

発行するなど、 当時は、とても まちづくりを進められる ような財政状

況にはありませんでした。このため、「財政再建」が市の経営上の最重

要課題となり、硬直化した歳出構造の改善と、職員数の削減に重点を

置いた行財政改革に 全力で取り組むこととなりました。その結果、現

在も一部進行中ではあるものの、 ま ちづくりが大きく進み、 まちの魅

力が向上することで人口と税収の拡大を図ることができました。 

 

＜これまでの行財政改革の個別取組＞

名称 計画期間 取組項目

行財政改革大綱
平成９年度～平成１４年度
（平成９年９月～平成１５年３月）

９９項目

第２次行財政改革大綱
平成１４年度～平成１９年度
（平成１４年６月～平成２０年３月）

９２項目

第２次行財政改革大綱
（改訂：２年間延長）

平成１４年度～平成２１年度
（平成１４年６月～平成２２年３月）

１２１項目

第３次行財政改革大綱
平成２２年度～平成２７年度
（平成２２年５月～平成２８年３月）

７７項目

アクションプラン２０２０
※行財政改革プラン２０２０

平成２９年度～令和２年度
（平成２９年９月～令和３年３月）

１５４項目

※行財政改革プラン２０２０（平成２９年４月策定）の計画期間は平成２８年度～令和２年度



- 3 - 

 

⑵  行財政改革プラン２０２０について 

    行財政改革プラン２０２０では、経常収支比率９ ０％未満、類似

団体最少の職員数、全職員による本気の改革を目標とし、１１の重

点取組項目を定め、これを達成するための具体的な取組をアクショ

ンプラン２０２０により１５４項目積み上げました。この１５４の

取組を各課がＰＤＣＡ ²サイクルで進行管理し、見える化に努めなが

ら取り組んだ結果、経常収支比率と職員数の目標は達成できなかっ

たものの数多くの取組で行革が進み、職員の行財政改革に取り 組む

姿勢を育むことができました。一方で、取組項目数が過去最大とな

ったことから、行財政改革市民会議からは、「市がどこに重点を置い

ているのか分かりづらい。次期計画では重点取組を明確化したプ ロ

グラム型の計画としていく必要がある。」等の提言をいただきまし

た。

 

 

＜行財政改革プラン２０２０の重点取組について＞

重点取組 取組の方向性 取組項目

1 税収等の確保
市税収納率の確保、維持、市税滞納者の減に
合わせた税以外の債権管理の強化

7項目

2 新たな財源の確保 寄付金募集強化、広告収入等 6項目

3
コスト管理
特別会計の健全化

コストの最適化、低未利用地の活用・処分、
特別会計の健全化

17項目

4
公民連携アウトソーシングの
推進

保育園、学童（２所）、児童館、図書館、公
民館センター化

29項目

5
補助金・受益者負担・給与水
準の適正化

補助金等見直し、公民館有料化、がん検診の
有料化

28項目

6 職員数の適正化、重点配置 定員管理計画策定、人員削減 10項目

7 職員の意識改革 職員・職場から改善・改革運動 4項目

8 多様な任用形態の活用
職員は政策判断等業務に集中、補助的業務の
非常勤化

35項目

9 組織機構の改革
平成３０年度と新庁舎竣工時の２回の組織改
正

12項目

10
市民・市議会・行政による一
体的推進

三者一体の行財政改革、成果と課題の見える
化

3項目

11 進行管理の強化 ＰＤＣＡサイクルの強化 3項目

※取組項目はアクションプラン２０２０で設定 154項目

²　Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善行動）の頭文字をとったもので、計画から改善までを１サイクル

とし、繰り返すことにより、継続的な業務の改善を図る手法のこと。
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３ 第９期行財政改革市民会議からいただいた提言等 

 

 ～行財政改革プラン２０２０の課題と今後の方向性につい て～  

ア  行 財政 改 革プ ラン ２ ０２ ０ は取 組項 目 が１ ０ ０ 以 上あ り 、重 要 取

組が不明確。その結果、重要取組達成までの 見通しが立っていない。

重要 取 組 の明 確 化 と達 成 ま での プ ロ グラ ム を 示し 、 重 点的 に 進 行 管

理する必要がある。 

イ 保 育園 等 の課 題が 解 決で き てい ない た め、 職 員 削 減 等 が 進ん で い

ない。今後、行政全体では業務量が増加する一方、総職員数は増やす

ことができない中、公民連携アウトソーシングが行政の基本となる。

公民連携を基本に、アウトソーシングや民間企業等との協働・共創を

推進する必要がある。 

ウ 取 組項 目 の進 行管 理 が不 十 分で ある 。 取組 の 目 的 と成 果 を見 え る

化し、積極的に事業の見直しを行う必要がある。 

エ 職 員の 意 識改 革が 不 十分 で あり 、改 革 意 識 の 更 な る醸 成 と人 材 育

成基本方針と連携した人財育成が急務である。 
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４ 本市の現状 

 

 ⑴  公民連携・アウトソーシングの傾向 

   行財政改革２０２５策定に向け、第９期行財政改革市民会議から

は、「今後、公民連携アウトソーシングが行政の基本となる」との 御

提言をいただいております。 

総務省では、毎年度「地方行政サービス改革に関する取組状況等の

調査」を実施しており、民間委託等が可能とされている業務の各市の

状況を公表しています。公共施設等の設置状況は市によって異なるた

め単純な比較はできませんが、都内類似団 体７市と本市を比較するこ

とで、この課題への各市の対応等を確認することができます。 

 

＜委託化（指定管理を含む。）が可能とされている業務の委託化率 ＞ 

 

業務種別 小金井市 類団７市平均 備考

小学校用務員事務 0.0% 14.3% ７市中１市のみ委託導入済み

中学校用務員事務 0.0% 14.3% ７市中１市のみ委託導入済み

小学校給食 55.6% 73.7% ７市中４市がセンター方式と併用

中学校給食 100.0% 78.6% ７市中４市がセンター方式併用、２市が弁当外注

体育館 100.0% 83.2% ７市中１市を除き１００％委託化済み

競技場 100.0% 95.9% ７市中１市を除き１００％委託化済み

プール 100.0% 100.0%

産業情報提供施設 100.0% ― 本市のみ設置「東小金井事業創造センター」

公営住宅 50.0% 33.3% ７市中１市は公営住宅未設置

駐車場 0.0% 66.7% ７市中４市は駐車場未設置

図書館 50.0% 68.5%

博物館 0.0% 30.0% ７市中２市は博物館未設置

公民館 40.0% 40.0% ７市中２市は公民館未設置

市民会館 100.0% 33.3% ７市中４市は市民会館未設置

文化会館 100.0% 66.7% ７市中４市は文化会館未設置

合宿所・研修所等 100.0% 100.0% ７市中６市は合宿所・研修所等未設置

介護支援センター 100.0% 0.0% ７市中６市は介護支援センター未設置

福祉・保健センター 75.0% 81.4%

保育園 0.0% 53.3% ７市中２市は公立保育園未設置

学童保育所 55.6% 84.7%

児童館 25.0% 61.1% ７市中１市は児童館未設置

※類似団体（Ｒ3.4.1現在）：武蔵野市、青梅市、昭島市、東村山市、国分寺市、東久留米市、多摩市
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⑵  職員数の傾向 

行財政改革の推進において、職員数の適正化は全国自治体の共通の

課題です。平成２３年度からの１０年間で、本市と都内の類似団体７

市がどのように職員数の適正化に取り組んできたかを確認すると、 構

成比の変化から、他市ではその他職員数の見直しが特に進んでいる こ

とが分かります。 

適正な職員数については、各市の政策や特殊事情等によって異なる

ため単純な比較はできませんが、人口減少社会も踏まえ、本市が更な

る職員数の適正化に取り組む上で参考とすることができます。  

 

＜職種別職員数の内訳（都内類似団体比較）＞ 

 

 

差引

一般 その他 合計Ａ 一般 その他 合計Ｂ Ｂ-Ａ

470人 234人 704人 459人 218人 677人 △ 27人
割合 66.8% 33.2% 100.0% 67.8% 32.2% 100.0% －

増減率 － － － △ 2.3% △ 6.8% △ 3.8% －

692人 291人 983人 749人 199人 948人 △ 35人
割合 70.4% 29.6% 100.0% 79.0% 21.0% 100.0% －

増減率 － － － 8.2% △ 31.6% △ 3.6% －

643人 838人 1481人 621人 883人 1504人 23人
割合 43.4% 56.6% 100.0% 41.3% 58.7% 100.0% －

増減率 － － － △ 3.4% 5.4% 1.6% －

497人 185人 682人 525人 115人 640人 △ 42人
割合 72.9% 27.1% 100.0% 82.0% 18.0% 100.0% －

増減率 － － － 5.6% △ 37.8% △ 6.2% －

559人 243人 802人 595人 191人 786人 △ 16人
割合 69.7% 30.3% 100.0% 75.7% 24.3% 100.0% －

増減率 － － － 6.4% △ 21.4% △ 2.0% －

467人 231人 698人 588人 59人 647人 △ 51人
割合 66.9% 33.1% 100.0% 90.9% 9.1% 100.0% －

増減率 － － － 25.9% △ 74.5% △ 7.3% －

390人 233人 623人 419人 170人 589人 △ 34人
割合 62.6% 37.4% 100.0% 71.1% 28.9% 100.0% －

増減率 － － － 7.4% △ 27.0% △ 5.5% －

686人 126人 812人 732人 117人 849人 37人
割合 84.5% 15.5% 100.0% 86.2% 13.8% 100.0% －

増減率 － － － 6.7% △ 7.1% 4.6% －

※　一般：一般行政職等、その他：保育士、保健師、技能労務職など

※　青梅市の「その他」には市立病院職員が含まれる。　　　　　　　　　　　

※　各年度　４月１日現在　　　　　　　　　　　　　　　　　＜多摩地域データブックより＞

多摩市

年度 平成23年度 令和２年度

市

小金井市

武蔵野市

青梅市

昭島市

東村山市

国分寺市

東久留米市
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 ⑶  歳出見直しにおいて優先すべき課題 

行財政改革の推進において、歳出の見直しは基本となりますが、そ

の中でも特に多額の費用を要する事業については、その在り方を含め

優先的に見直す必要があります。そして今、全国の自治体では 税収の

減少が見込まれている中で、公共施設等の老朽化問題が共通の 経営課

題となっています。本市の現存する公共施設等も、単純に更新してい

った場合に必要となる経費を向こう３０年間で試算すると、実際には

年度によりばらつきはあるものの、平均すると毎年５０億円以上の経

費が必要となります。必要な市民サービスは維持しながらも、持続可

能な財政運営を実現するためには、時代に即した公共施設等の 在り方

を検討し直すことがポイントとして見えてきます。  

 

＜公共施設等を耐用年数経過時に単純に更新した場合の費用見込み＞ 

（令和４年度から令和３３年度までの ３０年間分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築系公共施設 土木系公共施設 合計

更新費用総額 ７５３億円 ８４７億円 １，６００億円

年平均額 ２５億円 ２８億円 ５３億円

※１億円未満の端数はそれぞれ四捨五入

※庁舎等（現庁舎関連・新庁舎・（仮称）新福祉会館）の費用を除く。
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５ 行財政改革２０２５で目指す将来像 

 

 ⑴  これからの経営課題と必要な行財政改革 

市が実施する取組は、基本的に全て「市民の福祉の増進」という大き    

な一つの目的につ ながっており、行 財政改 革は 、こ の 目的を 達成 する

ために 必要 な組 織 を整備 する ため の 手段 となります。市民の福祉の増

進を図る上 で必要 な組織の課 題は時 代ごとに異 なり、 この課題に 即し

た解決策を 重点取 組として実 践する ことで、 市 民の福 祉の増進を 図り

続けることができる組織としていきます。 

総務大臣主催の「自治体戦略２０４０構想研究会」では、人口減少社 

会という時 代背景 を踏まえ、 自治体 が市民サー ビスを 持続的かつ 安定

的に提供していくためには、スマート自治体 ³への転換と、公共私によ

るく らし の維 持等 が必 要 であると報告しており、新型 コロナウイルス

感染症の感染拡大が、この必要性を加速させました。 

本市においては、現在もまちづくりが進んでいるため、人口は微増傾

向にありますが、第２期小金井市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、

本市の人口 も令和 １３年（２ ０３１ 年）をピー クに減 少すると推 計し

ており、人口 減少 社会への 適応は 、 本市にと っても 今 から取り 組まな

ければならない重要な課題 です。また、令和２年以降の、コロナ禍にお

ける、市民サービスや働き方の変容等にも適応する必要があり、今後、

市民の福祉 の増進 を図り続け るため には、これ らの課 題を解決す る取

組に重点を 置いた 行財政改革 に取り 組む必要が ありま す。このた め、

本市でもス マート 自治体への 早急な 転換を目指 すとと も に、市民 サー

ビスをこれ までの ようにフル セット で行政が行 うので はなく、 多 様な

主体により実践する仕組みの構築に取り組む必要があります。  

 

 

 

 

 

³　ＡＩ（人工知能）やＲＰＡのようなソフトウェアロボットなどの技術を駆使して、定期的な業務を自動化したり、共通基盤を

用いて効率的にサービスを提供したりすることを可能とした自治体の在り方

１　スマート自治体への転換

２　多様な主体による市民の福祉の増進

目指す将来像
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⑵  本市の行財政改革の建付け 

本市では、平成９年に行財政改革大綱を策定以降、行財政改革を経

営方針の中心に位置付け、特に「歳入の確保」、「無駄な歳出の削減」、

「職員数の適正化」、「人材の育成」を基本としながら、この推進によ

り市民サービスの維持向上に努めてきました。 

本市が実施する行財政改革は、これら４つの取組を常に基本としつ

つ、その時々の経営課題を解決する取組を特に重点取組と定め、期間

を設定して計画的に取り組むものとしています。  

 

 ※第２次行財政改革大綱には改訂版を含みます。  

 

⑶  計画期間 

    行財政改革２０２５は、「第５次小金井市基本構想 ⁴」（令和３年

度～令和１２年度）の前期基本計画（令和３年度～令和７年度）に

おける行財政改革の方針を定めるものとして、前期基本計画と同様

に令和７年度（２０２５年度）までを計画期間とします。 

    なお、行財政改革２０２５の始期は、本計画策定が令和４年８月    

であることから令和４年度としますが、令和３年度においても行財

政改革の不変的な取組と、アクションプラン２０２０の継続取組に

ついては継続して実施しています。 

 

 

歳入の確保 無駄な歳出の削減 職員数の適正化 人材の育成

≪行財政改革の４つの不変的な取組≫

行財政改革

大綱
第２次行財

政改革大綱
第３次行財

政改革大綱

行財政改革

プラン2020

行財政改革

2025

第一層

第二層

基本

期間設定

H9.9～ H14.6～ H22.5～ H29.4～ Ｒ4.8～

アフターコロナ

ニューノーマル時代

⁴　市の最上位の長期総合計画で、市の将来像を示し、その実現に向けた基本姿勢や政策の取組方針を示すもの
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コラム  

 

〇ニューノーマルとは？  

小金井市行財政改革２０２５では、新型コロナウイルス感染症 感

染拡大を契機とした「新たな日常」をニューノーマルと表し 、やが

て「当たり前の日常」となることを踏まえ、これに対応した市民の

福祉の増進を目指してまいります。 

もともとニューノーマルという言葉は、 世界経済が危機に瀕した

際に、ゼロ金利政策等が採られるなど、避けがたい構造的な変化が

生じた際に使われてきました。 

そして現在、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、世界中の

人々に「新しい生活 様式」、「新たな日常」への適応を余儀なくさせ、

今後、「新たな日常」は「当たり前の日常」になるとされています。

 

〇自治体戦略２０４０構想研究会とは？  

   高齢者（６５歳以上）人口が最大となる２０４０年頃の自治体が

抱える行政課題を整理した上で未来から現在に遡り、今後の自治体

行政の在り方を展望し、早急に取り組むべき対策を検討する

ことを目的として、総務大臣が主催した研究会。全１６回開催され 、

２回目の報告書で、新たな自治体行政の基本的な考え方として、ス

マート自治体への転換や、公共私によるくらしの維持などが示され

ました。 

 

〇多様な主体とは ？ 

   市、市民、NPO、企業等、公的価値を含む活動を行っているまち

づくりの主体のことです。民間主体の活動は年々多様化・高度化し

ており、このような主体と市との連携・協働による地域経営や地域

課題解決に期待が高まっています。 
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６ 第１０期行財政改革市民会議からいただいた意見等 

 

～行財政改革２０２５の 方向性について～  

【理念・方針部会】 

  ア  ワク ワク する行財 政改 革を 目指す必 要が ある。（意欲と 力が 湧い て

くる行革の姿） 

  イ  人 材に よ る自 治体 経 営の 推 進を 目指 す 必要 が ある 。（職 員 力×市 民

力による課題解決） 

  ウ  市民 の理 解と協力 を得 てい く改革が 必要 であ る。（市民 の期待 、 納

得、役割） 

  エ コロナ禍を業務見直しの機会にする必要がある。  

  オ ゴールを明確に、プロセスを大切にする必要がある。（経営戦略の明

確化） 

  カ 変化に即応できる改善プロセスが必要である。（PDCA によらない

進行管理） 

  キ 改革人材の育成・活用が必要である。（モチベーションアップ、ネッ

トワークハブ的職員） 

  ク 経常収支比率以外の適切な経営分析指標を掲げる必要がある。  

 

【重点取組部会】 

  重 点 取 組 は 長 期 総 合 計 画 実 現 の た め に 重 要 な 課 題 を 最 優 先 で 解 決 す

る取組を選択する必要がある。 

  ア 戦略的人材経営の実現 

①次年度経営戦略の策定（予算と人事の一体化） 

②組織改革の推進（三者一体（市民・市議会・行政）となった聖域な 

き改革） 

③働きやすい、やりがいの仕事づくり（生産性向上、残業縮減、育休

取得） 

  イ 積年の課題の解決 

①公民連携アウトソーシングの推進（運営方法の見直し） 
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②公共施設マネジメントの推進（更新費用の確保、生産緑地、空 き家

の活用） 

③受益者負担の見直し（継続的な見直し体制づくり）  

  ウ 将来課題への挑戦 

①高度な協働の推進（情報のフィードバック、自治体連携）  

②学校施設の複合化、コミュニティの創出（学校建て替え、学童問題、

防災拠点） 

③デジタル変革の推進（RPA、AI、GIGA スクール構想） 
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Ⅱ  行財政改革２０２５の推進  

 

 

１ 行財政改革を推進する上でのポイント 

    

行財政改革によりスマート自治体への転換と多様な主体による市民の

福祉の増進を目指すためには、重要となる様々な視点から行財政改革の

基本理念を導き出し、これを実現する確かな重点取組を設定する必要が

あります。このため、行財政改革２０２５では、３つの視点から 基本理

念を導き、具体的な取組を定め、行財政改革２０２５の柱とします。  

 

 

２ 行財政改革２０２５における重要な視点 
  

 ⑴  仕組み・情報の視点 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした社会の常識の変

容は、市民サービスの多様化・複雑化を加速させています。人口減少

社会の進行により税収や職員など経営資源の減少が確実視される中

で、引き続き適切な市民サービスを提供していくためには、 これまで

の制度や組織、運営形態を大胆に見直し、デジタル技術や新しい市民

サービスの仕組み等を積極的に取り入れていく必要があることから、

仕組み・情報という視点が重要となります。 

 

 ⑵  人・組織の視点 

    市の使命は市民の福祉の増進であり、使命を果たすために大切なの

は「人」です。そして人を適正に配置し、効果的かつ効率的に運用す

るのが組織です。人口減少社会の進行により今後、職員の確保が難し

くなるとされている中、今提供している市民サービスを同じようにフ

ルセットで続けていくことは難しいとされています。 したがって、行

財政改革２０２５で市民の福祉の増進を可能とする組織とするために

は、適正な職員数、職員が担うべき業務 の仕分け・見直し、職員の質

の向上、そして時代に即した組織という視点が重要となります。 
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 ⑶  モノ・カネの視点 

    市が実施する市民サービスは、そのほとんどが市民の税金により賄

われているため、市は、最少の費用で最大の効果を挙げることが常に

求められています。行財政改革２０２５では、人口減少による税収減

を見据え、これまで以上に時代に即した資産（モノ）活用と予算（カ

ネ）の適正配分に取り組む必要がありま す。そこで、単純に更新した

場合、多額の費用を要する公共施設等について、時代に即した在り方

を検討し、限られた予算を効果的・効率的に配分していくことが求め

られることから、モノ（資産）・カネ（予算）という視点が 重要とな

ります。 

  

 

３ 行財政改革２０２５の基本理念 

 

⑴  効果的かつ効率的な市民サービスの提供 

     仕組み・情報の視点から導かれるのは、 市民に効果的かつ効率的に

サービスを提供できる仕組みの構築です。確実にやってくる経営資源

の減少に備え、限られた職員でも適切な市民サービスを提供できるス

マート自治体への転換が急務となります。新型コロナウイルス感染症

の感染拡大は、デジタル技術を活用した市民サービスの必要性を再認

識させるとともに、スピードアップ の重要性を知らしめました。この

ことから、効果的かつ効率的な市民サービスの提供 を、行財政改革２

０２５で掲げる１つ目の基本理念とします。 

 

⑵  人材育成と組織の見直し 

     人と組織の視点から導かれるのは、人材育成と組織 の見直しの重要

性です。今後、職員の自然減が見込まれる中、市だけで今ある市民サ

ービスの全てを提供し続けることは困難です 。このため、職員を、職

員が担うべき業務に適正に配置するだけではなく、多様な主体との協

働による市民サービスの維持・向上を念頭に、職員のコミュニケーシ

ョン能力やマネジメント能力を更に育成する必要があります。このこ

とから、人材育成と組織の見直し を、行財政改革２０２５で掲げる２
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つ目の基本理念とします。 

 

 ⑶  持続可能な行財政運営と公共施設等の適正化 

   モノ・カネの視点から導かれるのは、持続可能な財政基盤 の構築と

資産の適正化です。今後、確実な税収の減が見込まれる中で、引き続

き無駄な歳出を削減し、歳入 強化に努める ことは、持続可能な財政基

盤の構築の基本です。また同時に、人口減少や年齢構成の変化等を踏

まえ、多額な維持・更新費用を要する公共施設等の適 正化を検討する

ことが極めて重要となります。このことから、持続可能な行財政運営

と公共施設等の適正化を、行財政改革２０２５で掲げる３つ目の基本

理念とします。 

 

 

４ 基本理念を踏まえた重点取組 

 

  重要な視点から導かれた基本理念を踏まえ、これを確実に実現するた

めの具体的な手段を３つ厳選し、行財政改革２０２５の柱となる重点取

組とします。 

 

 

新型コロナウイルス感染症による１００年に一度のパンデミック

は、私たちの生活様式を大きく変容させました。これまでの常識が通

用しなくなり、密の回避や非接触・非対面が当たり前となりつつ あり

ます。また、人口減少社会の進行により生産年齢人口が減少し、職員

の確保が難しくなることで、これまでどおりの業務形態では、待ち時

間が増加し、休日開庁も困難となることなどが見込まれています。こ

のようなニューノーマル時代において、窓口サービス等を維持・向上

し続けるためには、デジタル技術の活用が極めて有効であり、自治体
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ＤＸ⁵の推進が急務となります。自治体ＤＸは、市民の利便性を向上さ

せるだけでなく、市の業務を簡素化・高効率化するものでもあり、職

員の役割分担の見直しや重点配置にも大きく貢献することが期待され

ます。自治体ＤＸは、各課業務の単なる ICT⁶化ではなく、各課の業務

を、デジタル技術を用いて再構築する効果もあります。 

この取組を単なるＩＣＴ化として終わらせず、本市の経営 形態の根幹

を変革するものとして推進するために、これを行財政改革２０２５の第

一の柱とし、戦略的に経営資源を投入することで確実に取り組んでまい

ります。 

 

 

 

人口減少社会の進行により、自治体の職員数は、２０４０年までに２

０１３年比で１０％～２０％程度減少することが、地方公共団体定員管

理研究会（総務省）で試算されています。しかしながら、新型コロナウ

イルス感染症対策や大規模自然災害等への対応でも明らかなように、行

政に求められる役割は、年々多様化・複雑化しており 、効果的・効率的

な組織運営に努めたとしても、今ある市民サービスをフルセットで市が

提供し続けるのは難しくなるとされています。 

この課題に適切に対応するためには、自治体ＤＸの推進によるデジタ

ル技術の活用と併せ、「民にできることは民で」を徹底することが有効

です。行政サービスの一部は、市民、市民団体、民間事業者等の専門的

な知識と経験、人材などを活かすことで、より質の高いサービスを提供

できることもあります。 

したがって、行財政改革２０２５では、単なる外部委託だけではなく、

多様な主体により市民サービスを維持・向上する公民連携・アウトソー  

 ⁶　Information & communications technologyの略で、情報や通信に関する技術の総称

⁵　Digital Transformationの略で、デジタル技術を活用した行政サービスの改革を進め、単にデジタル化だけではなく、デジタ

  ル技術を手段として有効活用することにより、社会の在り方をより良い方向へ変革する取組のこと。
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シングの推進を、制度や組織を改革する第二の柱に位置付け、戦略的に

経営資源を投入してこれに取り組みます。 

 

 【参 考】  

〇 自 治 体 の 職 員 数 の将 来 の 粗 い 試 算 （ 自治 体 戦 略 2040 構 想研 究 会 ）  

※人 口減 少に よ り職 員の 採用 が難 し くな って いく こと で 、本 市に おい て見 込

まれ る職 員数 の 自然 減  

 

「定 員回 帰指 標」（地 方公 共団 体定 員 管理 研究 会（ 総務 省））に より 、

2040 年 の職 員数 （ 参考 値） を試 算 する と、 人口 減少 に 伴い 、 2013 年か

らお おむ ね 10～ 20％程 度減 少  

    ・人 口 10 万 人以 上の 一般 市  減 少率 ▲13.4％  

    ・本 市の 2013 年 度の 職員 数  682 人  

     ∴  682 人×13.4％ ≒91 人   

       682 人－ 91 人 ＝591 人 （202１年 比▲ 86 人 ）  

 

 

  

 

  

 

行財政改革により制度や組織そのものを変革し、持続可能な組織とす

るためには、公共施設等の在り方の見直しも非常に重要であると考えま

す。なぜならば、本市の公共施設等を単純に更新した場合、今後３０年

間で約１，６００億円を要することが見込まれており、かかる費用が他

の行政課題と比較にならないほど大きく、維持管理にも相当な職員の確

保が必要となるためです。 

人口減少と少子高齢化の進行により、今後、公共施設 等を利用する市

民の減少や年齢構成の変化が進むとともに、維持管理費の財源となる市

税収入や管理に携わる職員の減なども見込まれています。このため、時

代に即した施設の縮小や廃止、集約化などによる総量の抑制は全国の自

治体共通の課題であり、本市でも、計画的に取り組んでいかなければ、

持続可能な組織の運営は困難となります。また、低未利用地の活用や売
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却などが、新たな財源確保の点からも極めて重要となります。 

持続可能な行財政運営を図るために、公共施設マネジメントの推進を

第三の柱とし、戦略的に経営資源を投入して 確実に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目指す将来像＝スマート自治体への転換、多様な主体による市民の福祉の増進

＜重要な視点＞
＜行財政改革２０
２５の基本理念＞

第二層（期間） 第一層（基本）

仕組み・情報 効果的 × 効率的 自治体DXの推進
人材育成

職員数適正化

人・組織 人材育成 × 組織
公民連携・
アウトソーシングの推進

人材育成
職員数適正化

モノ・カネ 適正化 × 効率化
　公共施設マネジメント
　の推進

歳入の確保
歳出の削減

＜将来像を実現するための具体的な手段＞

重点取組（柱）
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Ⅲ  行財政改革２０２５で目指す成果  

 

 

１ 行財政改革２０２５の目標 

 

   行財政改革２０２５では、スマート自治体への転換と多様な主体によ

る市民サービスの提供を目指し、制度や組織、運営形態等の改革に資す

る取組を柱としていることから、その推進に適した新たな目標の 設定が

求められます。 

   この様な、いわゆる「質の改革」は、定量的に成果を測ることが難し

いことから、３つの重点取組については、その プロセスを定性的に評価

し、進行管理の目安をそれぞれに設定することで、これを確実に実行・

進行管理することを目標とします。また、取組に関連する指標も設定し、

進捗を定性的に判断する際の参考とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴  自治体 DX の推進の進捗の目安 

  ＜進捗の目安＞ 

進行状況 進捗率 主な取組内容 

ステージ０ ２０％未満 機運の醸成、人材育成 

ステージ１ ～４０％ 推進体制の構築 

ステージ２ ～６０％ 推進全体方針の策定 

ステージ３ ～８０％ 改善策の具体的な検討 

ステージ４ ～１００％ システムの選定・導入 

ステージ５ ～１２０％ システムの実装（安定稼働） 
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＜参考となる指標＞ 

行政手続きのオンライン化の促進 対応可能な事業のうち７０％ 

                      

 ⑵  公民連携・アウトソーシングの推進の進捗の目安 

＜進捗の目安＞ 

進行状況 進捗率 主な取組内容 

ステージ０ ２０％未満 対象の検討（行財政再建推進本部） 

ステージ１ ～４０％ 推進体制・推進協議体等の構築 

ステージ２ ～６０％ アウトソーシング手法の検討等 

ステージ３ ～８０％ 課題解決、スケジュール詳細検討等  

ステージ４ ～１００％ 市民説明、議会説明等 

ステージ５ ～１２０％ 予算化、契約等 

 

＜参考となる指標＞ 

学童保育所運営手法見直し １所以上 

児童館運営手法見直し １館以上 

図書館運営手法見直し １分室以上 

公民館運営手法見直し １館以上 

 

 ⑶  公共施設マネジメントの推進の進捗の目安 

＜進捗の目安＞ 

進行状況 進捗率 主な取組内容 

ステージ０ ２０％未満 総合管理計画の改定 

ステージ１ ～４０％ 推進体制の構築 

ステージ２ ～６０％ 跡地利用の検討 

ステージ３ ～８０％ 民間活力導入検討枠組み構築（施設

の整備） 

ステージ４ ～１００％ 施設の在り方、再配置計画の策定  

ステージ５ ～１２０％ 施設の在り方、再配置計画の進行 
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２ ニューノーマル時代の質の改革 

 

  行財政改革２０２５では、ニューノーマル時代に適応するため、 制度

や組織、運営形態等の変革に重点を置いていることから、これを、従来

型の行財政改革で取り組んできた量や質の改革と区別し、「ニューノーマ

ル時代の質の改革」と呼びます。ここで取り組む「質の改革」とは、「市

民サービス」や「働き方」、「職員の能力」の改革であり、直接市民サー

ビスの向上に寄与することはもとより、スマート自治体への転換と、多

様な主体による市民サービスの提供に必要な改革となります。 

 

＜ニューノーマル時代の質の改革のイメージ＞ 

 

向上する「質」 内容 方法

窓口サービスのオンライン化
（非来庁・非接触）

ＤＸ

窓口サービスのワンストップ化
（引っ越しワンストップ等）

ＤＸ

民間活力による専門性の向上
（委託化等）

公民連携

民間独自事業による質の向上
（委託化等）

公民連携

職員の重点配置による迅速化等
（業務の役割分担見直しによる）

ＤＸ、公民連携、公共施設

資産活用等による財源の生み出し
（低未利用資産の活用、維持管理費の削減等）

公共施設

職員の重点配置による時間外の削減
（業務の役割分担見直しによる）

ＤＸ、公民連携、公共施設

多様な働き方への対応
（テレワーク、育児、介護等）

ＤＸ、公民連携、公共施設

デジタル化による事務の簡素化・効率化 ＤＸ

定例（単純）業務のAI、RPA等の活用による生
産性の向上

ＤＸ、公民連携、公共施設

地域との連携業務への従事率向上
（業務の役割分担見直しによる）

ＤＸ、公民連携、公共施設

マネジメント業務への従事率向上
（業務の役割分担見直しによる）

ＤＸ、公民連携、公共施設

デジタル人材の育成
（ＤＸリーダー、研修、ワークショップ等）

ＤＸ

 Ｄ　Ｘ  ：自治体ＤＸの推進

公民連携：公民連携アウトソーシングの推進

公共施設：公共施設マネジメントの推進

市民サービスの質

働 き 方 の 質

職 員 の 能 力 ・ 質
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３ 行財政改革２０２５のゴールとプロセス 

 

   行財政改革２０２５では、ニューノーマル時代に適応し、市民サー

ビスを提供し続けるために、市を早急にスマート自治体へ転換すると

ともに、多様な主体による市民の福祉の増進を目指し ます。 

   まずは、スマート自治体への転換を行財政改革２０２５計画期間内

のゴールと定め、ゴールに到達するための道筋（手段）を重点取組（プ

ロセス）とし、これらを支える原動力を人材（人材育成）とします。行

財政改革２０２５の基本理念はゴールの先も続き、その先には、健全で

持続可能な自治体があり、多様な主体が協働しながら地域の課題解決に

自ら取り組み、市全体の魅力を高める自治力の高いまちが生まれます。  

 

＜イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全性

持続性多様性

自治力

の

向上

スマート自治体

小金井

連携・協働

が進み．．．

自治体

DX

公民連携

アウト

ソーシング

公共施設

マネジ

メント

多様な主体による

市民の福祉の増進

原動力（人材）

重点取組 プロセス
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Ⅳ  行財政改革２０２５の実現化方策 

 

 

１ 自治体における経営資源 

   

  自治体の組織経営における主な資源は、ヒト（人材（職員））、カネ（予

算）、モノ（資産（公共施設等））、情報であり、行財政改革では、これら

の適正化を図るとともに、効果的・効率的に運用することで、市民の福

祉の増進を図っていきます。  

行財政改革では、経営課題に対応する取組に明確な優先順位を付け、

予算や職員などの経営資源を戦略的に投入することで 、より実効性を高

めることが可能と考えます。このため、行財政改革２０２５では 重点取

組を３つに絞り、 経営資源を戦略的に重点配分することで、より高い実

現性を目指します。 

また、本市には、市内で公共的な活動をされている 市民、団体等が数

多く存在します。今後、経営資源の減少 が見込まれている中、この様な

方々の活動を地域の資源と捉え、市との役割分担を改めて点検し、 公民

連携により多様な主体によるくらしの維持を進めることが大変重要と考

えます。ニューノーマル時代において 市民の福祉の増進を図り続けてい

く上で、この様な方々を大変貴重な資源と捉え、 更なる連携について模

索してまいります。 

 

 

市民の福祉の増進

小金井市
経営資源（ヒト・カネ・モノ・情報）

市民等
地域資源

協働
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２ 行財政改革２０２５の原動力 

 

  ⑴  人材の育成 

    市民の福祉の増進には職員の質の向上が 重要であり、行財政改革

は人材こそが原動力であるため、職員の人材育成が大変重要となり

ます。 

「自治体戦略２０４０構想研究会」報告書では、スマート自治体

への転換に当たっては、職員には、高い専門性や企画調整能力、コ

ミュニケーション能力が必要となることを踏まえ、組織に必要な人

材を確保する観点から長期的な視点で 能力開発や教育・訓練が求め

られるとされています。 

このため、本市では人材育成を、期間を定めず取り組むべきもの

として行財政改革の基本に位置付け、推進してまいります。 

 

⑵  職員の活性化  

地域の魅力を高め 、市民の福祉の増進を図るためには、 小金井に魅

力を感じ、発信したいと考える職員が求められます。  

今後、人口減少社会が進む中で、市の職員一人一人の負担と責任は

更に大きくなることが見込まれており、職員が生き生きと働ける組織

とするためには、人材育成により思考を変えるだけでなく、３つの重

点取組により物理的に業務の役割分担を見直し 、職員でなくてもでき

る定例的な業務はデジタル化等を進め、職員は、職員が担うべき業務

へ重点配置する等の仕組みづくりが重要と考えます。 

 

 

第３次小金井市人材育成基本方針で目指す職員像

「市民のしあわせを支えるため、何事も自分ごととして捉え、

意欲的にチャレンジする職員」
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３ 推進体制 

 

   行財政改革２０２５を確実に推進するために、重点取組ごとに リー

ダー役となる推進担当を 置き、実行役である関係部署 とコミュニケー

ションを図りながら、共感をもって組織で取り組みます。また、リー

ダー役も実行役も積極的に学習するとともに、必要に応じて専門的な

外部人材を導入するなど、柔軟に推進体制を検討します。 

 

 

 

４ 進行管理 

 

   行財政改革２０２５は、重点取組を３つに絞り、進行を定性 的に評

価し管理することで、リアルタイムの更新 を目指します。一般的な行

財政改革では、定量的な目標を数多く積み上げ、決算確定後にＰＤＣ

Ａサイクルの中で一斉にチェックを行うため、その結果は次年度に反

映することが難しいという実態があります。行財政改革２０２５は、

＜推進体制イメージ図＞

 DXの推進（DX推進担当）

 公民連携・アウトソーシング

 の推進（行政経営担当）

 公共施設マネジメント推進

（公共施設マネジメント推進担当）

意思決定

小金井市行財政
改革審議会

意見照会・諮問・答申

【計画策定・進行管理】

小金井市行財政再建推進本部

第三の柱

DX関連課
公民連携・

　アウトソーシング実施課

公共施設所管課

【重点取組の推進】

関係部署連携

推進主体

第一の柱

第二の柱

実行役
推進リーダー
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急速な社会の変化を踏まえ、質の改革に集中する行財政改革としたこ

とから、重点取組の進捗状況を推進担当が四半期ごとにまとめ 、行財

政再建推進本部に諮ることを検討します。これにより、庁内で課題を

常に共有し、必要に応じて修正をかけるなど、アジャイル経営 を目指

します。 

  

コラム  

 

 〇アジャイル経営とは？  

  アジャイル経営とは、スピード感に優れた組織経営を指し、アジャ

イ ル 経 営の 組 織 で は 職 務 ごと の 縦 割 り 構 造 を壊 し 、 異 な る 部 署の メ

ン バ ー が少 数 精 鋭 で チ ー ムを 作 り 、 密 な 関 係を 築 き つ つ 一 丸 とな っ

て目標に向かいます。小さい単位で改革を進め、現状分析を迅速に行

いながら改善を繰り返し、効果を検証することで、柔軟に政策を見直

し改善につなげる経営手法です。  

 

   

５ 行財政改革２０２５の成果に対する考え方 

 

行財政改革２０２５の重点取組は、「ニューノーマル時代の質の改

革」であることから、計画全体の目標は定性的に評価しますが、厳しい

財政状況が続く中、本市の行財政改革において最も重要視してきた 財政

指標等への注視も引き続き必要です。このため、行財政改革２０２５の

目標とは別に、経常収支比率や職員数については行財政経営指標の 策定

などを検討していきます。 

なお、「ニューノーマル時代の質の改革」は定量的な成果を目的とし

たものではありませんが、行財政改革２０２５の柱とした３つの重点取

組の個別取組には、即効性はないものの、中長期的には量的な効果を発

揮する取組もある と考えています。 
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●質の改善が将来的に量的な効果を生む例 

 

 

 

 

 

◎９人で取り組んでいたＡ業務の一部を委託化して職員３人を削減した場合

※職員一人当たりの人件費850万円

９人×８５０万円 ６人×８５０万円＝５，１００万円
＝７，６５０万円 委託料　　　　　　３，０００万円

　　 ８，１００万円

　Ａ事業単独で考えると、サービスの質は向上したが、赤字で財政効果はないと考える

　傾向にあります。しかし、Ａ業務で生み出した職員をＢ業務、Ｃ業務に配分すると

恒常的に忙しいＢ業務に 行政課題を抱えるＣ業務に
１人補充 一時的に２人補充
⇒時間外勤務の削減 ⇒行政課題の解決

　Ｃ業務の行政課題解決後２人を、退職で２人の欠員の出た別の業務に再配置し
　新規採用を行わなければ　２人の人員削減となる。

Ａ業務 Ａ業務

＜

Ｂ業務 Ｃ業務

委託化
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６ 行政評価制度の導入 

 

    行財政改革２０２５では、市の「まちづくり」を市民に分かりやすく

伝えるとともに、効果的・効率的な行政運営等を図るために「行政評価

システム」を実施します。 

   行財政改革２０２５における 行政評価システムでは、第５次小金井市

基本構想・前期基本計画の２９の施策を評価対象とし、評価を通じて市

の「まちづくり」を市民に分かりやすく伝えるとともに、事業を選択、

点検することで改善に取り組み、行財政運営に役立てるものです。具体

的な評価対象は、市が目標とする将来像を実現する手段である「施策」

と、施策の具体的な取組である「事務事業」です。 

 

 ⑴  施策評価 

    第５次小金井市基本構想・前期基本計画では、その施策ごとに

「目指す姿」（目標）があり、現状と課題から「施策の方向性」、つ

まり、主な取組が示されています。そして、施策ごとに評価の指標

を設定しているため、施策評価はこの指標に基づき進捗状況を点

検・評価し、目標達成に向けた改善・見直しを行います。 

 

 ⑵  事務事業評価 

    事務事業評価は、施策の具体的な取組をＰＤＣＡサイクル におけ

るＣ（Check）を行う自己点検ツールとして位置付け、事業の振り

返りに活用するとともに、改善を行います。また、施策評価の基礎

資料としても事務事業評価を活用し、事務事業評価と施策評価の関

連性を強めます。 
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【６つの政策】

　・環境と都市基盤

　・地域と経済

　・子どもと教育

　・文化と生涯学習　

　・福祉と健康

　・行政運営

【行政評価システム】

・施策評価（施策の進捗管理）

・事務事業評価（自己点検ツール）

【３つの重点取組】

　・自治体ＤＸの推進

　・公民連携・アウトソーシングの推進

　・公共施設マネジメントの推進

【４つの基本】

・歳入の確保

・無駄な歳出の削減

・職員数の適正化

・人材育成

 行財政改革２０２５

 第５次基本構想・前期基本計画

【２９の施策】

柱
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Ⅴ  その他 

 

 

１ 重点取組以外の優先的取組 

 

   行財政改革２０２５は、重点取組を制度や組織の改革に的を絞って

いますが、市民の福祉の増進を図るためにはこれ以外にも推進すべき

取組がたくさんあります。そこで、その中でも特に優先度が高く、全

庁的に取り組むべき項目について示します。 

 

⑴  組織改正 

    本市は、平成１９年度以降大きな組織改正を行っていないことか

ら、新たな行政サービスの提供や社会情勢の変化等に対応するため

には、組織改正の必要性が認められ ます。組織改正により人員配置

が見直され、戦略的な人員配置ができれば、行政課題の解決につな

がるだけでなく、慢性的に忙しい部署の時間外勤務の削減、重点取

組のスピードアップなどが期待されます。 

 

 ⑵  補助金等の見直し 

   平成３０年３月に策定した補助金等の見直し基準に基づき、公平

性、公正性、公益性、重要性、効果性の５つの観点から補助金の見

直しを実施します。補助開始から一定期間が経過した補助金は、そ

の必要性を再検証し、廃止、縮小、再構築等を行うことで、新たな

市民の福祉の増進へ予算を振り向けることも期待されます。 

 

 ⑶  債権管理の強化 

   市税の滞納整理を推進するとともに、税以外の債権管理を段階的

に強化して、税収等の歳入の確保に努めます。 
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 ⑷  改善・改革運動「ＣｏＣｏからチャレンジ・こがねい」  

   行財政改革に対する職員一人 一人の理解を高め、取組を促進し、

職場風土を変えていくために、職員・職場から改善・改革を進める

取組を推進します。 

 

 ⑸  受益者負担の適正化 

   超少子高齢化社会の到来により税収の減が確実視される中、行政

サービスを維持し、受益者と非受益者の公平性を確保するために

は、一定の受益者負担を求めることについては御理解いただけるも

のと認識しています。 

平成３０年３月に策定した受益者負担基準に基づき、効率性の確

保、公平性の確保、歳入の確保、妥当性の確保の原則から使用料・手

数料等の適正な受益者負担を求めます。 

 

 

２ アクションプラン２０２０の継続取組等 

 

   行財政改革プラン２０２０の計画期間は令和３年３月末 で終了して

おりますが、行財政改革は本市の経営方針の柱として常に取り組むべ

きものであり、そもそも行財政改革による取組は、全て計画期間内に

終了するものばかりではないことから、次期計画策定までに期間が空

いたとしても、これらの取組は当然に継続されます。また、次期計画

の期間に入っても、前計画の継続事業は当然に引き継がれます。 

   したがって、行財政改革２０２５においても、アクション プラン２

０２０の継続取組については引き続き取り組むものとしております。  
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Ⅵ 具体的な取組 

 

 

個別取組表の表記について 

課題・目的  各取組 の目的と、実施に当たって 解決すべき課題等について記

載します。  

取 組 内 容 各取組の具体的な実施方法等について記載します。  

年 次 計 画 年次毎の計画を簡潔に記入します。財政効果や職員削減効果など

が具体的に示せるものについては、年次計画に記入します。 年次

毎の具体的な計画の記入が難しい場合は 、以下の凡例 を用いるこ

ともできます。  

調査・・実施の可能性、他市状況、財政効果などを調査します。  

検討・・課内検討、部内検討、庁内検討により方針決定、計画の

策定等、実施に向けた準備などを行うことを表します。  

試行・・業務等の試行を行うことをい います。  

準備・・業務開始前の準備段階を表します。  

実施・・審議会、 委員会等の設置、制度開始、業務開始などを表

します。  

推進・・実施した業務等を推進することをい います。  

検証・・試行及び実施の結果を検証することを表します。  

 →・・前年度と同様  

 ※令和３年度（R３）は本計画の計画期間外のため、参考とします。  
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１ 行財政改革２０２５の重点取組の個別取組 

 

取組 項目  1 （仮 ）小 金井 市 自 治体 ＤＸ 推進 全 体方 針の 推進  

担当 課  自治 体Ｄ Ｘ推 進 担当  関連 課  全部 局  

課題 ・目 的  

本市 の自 治体 Ｄ Ｘを 確実 に推 進す る ため に、 市独 自の Ｄ Ｘ推 進 全

体方 針を 策定 し 、方 針 に 基づ き全 庁 を挙 げて 取り 組む 。  

取組 内容  

加速 度的 に進 歩 、変 化す るデ ジタ ル 技術 を弾 力的 かつ 持 続的 に活

用で きる よう 、 適切 な 推 進期 間の 設 定の 下、 情報 化政 策 の 推 進全

体方 針を 策定 し 、Ｄ Ｘを 推進 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

・ 機 運 醸 成  

・ Ｄ Ｘ リ ー ダ

ー 設 置  

⑴  全 体 方 針

策 定  

⑵  情 報 シ ス

テ ム の 標

準 化 ・ 共

通 化 検 討  

⑶  東 京 自 治

体 ク ラ ウ

ド 移 行 準

備  

⑷・ オ ン ラ イ

ン 化 検 討  

・ 一 部 実 施  

⑴  推 進  

 

⑵  検 討  

 

 

 

⑶  実 施  

 

 

 

⑷・ 実 施  

・ 検 証  

⑴  推 進  

 

⑵  準 備  

 

 

 

⑶  推 進  

 

 

 

⑷・ 推 進  

・ 検 証  

⑴ ・ 推 進  

・ 全 体 方 針  

（ Ver2.0）  

策 定 準 備  

⑵ 実 施  

 

⑶ 推 進  

→⑵ へ 移 行  

 

 

⑷・ 推 進  

・ 検 証  
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取組 項目  ２ 保険 年金 課 窓口 業務 の委 託化  

担当 課  保険 年金 課  関連 課  市民 課  

課題 ・目 的  

市民 課窓 口委 託 に続 き、 保険 年金 課 窓口 につ いて も業 務 委託 を進

め、 窓口 サー ビ スの 質の 向上 と、 職 員配 置の 見直 し等 を 図る 。財

政効 果は 将来 的 に市 民課 窓口 と一 括 発注 を前 提に 検討 す る。  

取組 内容  

窓口 業務 以外 の 定型 的な 業務 の同 時 委託 検討  

市民 課窓 口委 託 との 一括 発注 の検 討  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 他市 調査  検討  →  ・準 備  

・実 施  

 

取組 項目  ３ 市立 公園 の 指定 管理 化  

担当 課  環境 政策 課  関連 課   

課題 ・目 的  

 市 立公 園に 包 括的 な 指 定管 理を 導 入す るこ とに より 、 市立 公園

の一 層の 質の 向 上を 図る 。ま た同 時 に 、 削減 が見 込ま れ る 公 園管

理事 務に 要し て いた 時間 や労 力を 拡 大や 充実 が想 定さ れ る業 務 へ

振り 向け たり 、 職員 数 の 削減 を検 討 する こと も期 待で き る。  

取組 内容  

指定 管理 者の 柔 軟な 発想 とノ ウハ ウ を活 か し 、公 園の ポ テン シャ

ルの 有効 活用 、 市民 協働 の積 極的 な 推進 、公 園の 利 便 性 の向 上及

び市 民ニ ーズ を 踏ま えた 新た なサ ー ビス の提 供を 進め 、 市立 公園

に対 する 市民 満 足度 を向 上さ せる 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

指 定 管 理 者

の 事 業 ス キ

ー ム の 検 討  

→  指定 管理 者

の募 集・ 指

定  

４ 月 か ら 指

定 管 理 者 に

よ る 業 務 開

始  

事業 評価  
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取組 項目  ４ ほん ちょ う 学童 保育 所委 託化  

担当 課  
児童 青少 年課  関連 課  庶務 課／ 公共 施 設マ ネジ

メン ト推 進担 当  

課題 ・目 的  

学童 保育 の全 入 を堅 持し てい くう え で、 大規 模化 対策 に 伴う 新た

な育 成室 及び 職 員の 確保 が課 題と な って いる 。民 間資 源 を活 用

し、 安定 した サ ービ スが 提供 でき る よう 委託 化を 検討 す る。  

取組 内容  

委託 化に 当た っ ては 、現 状の 施設 の 状況 や入 所を 希望 す る児 童等

の状 況把 握が 必 要で あり 、学 童保 育 所全 体で 育成 室が 不 足し てい

るこ とか ら、 関 連課 との 調整 から 開 始す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  →  検討  →  準備  

 

取組 項目  ５ 児童 館委 託 化  

担当 課  児童 青少 年課  関連 課  公民 館（ 貫井 南 児童 館）  

課題 ・目 的  

児童 館単 体で は 財政 効果 が見 込め ず 、併 設し てい る施 設 と一 体で

の委 託等 の方 策 につ いて の検 討や 、 各児 童館 の状 況に 応 じた 市民

サー ビス の拡 充 に向 けて の課 題や 運 営手 法に つい て、 整 理し なが

ら検 討を 進め て いく 。  

取組 内容  

学童 保育 所の 大 規模 化解 消や 関連 課 と調 整し なが ら、 児 童館 運営

検討 委員 会や 児 童館 運営 審議 会の 意 見を 踏ま え協 議し て いく 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  →  

 

・調 査  

・検 討  

 

検討  →  
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取組 項目  ６ 小金 井第 三 小学 校の 給食 調理 業 務委 託化  

担当 課  学務 課  関連 課   

課題 ・目 的  

学校 給食 調理 業 務の 民間 委託 を 更 に 進め 、こ れに よっ て 生み 出さ

れた 財源 を活 用 し、 小中 学校 の学 校 給食 にか かる 施設 （ 空調 設備

等）・ 備 品ば かり でな く、 学校 の設 備 等の 改修 にも 計画 的 に活 用す

る。  

取組 内容  

小金 井市 学校 給 食の 指針 であ る「 安 全で おい しく 温か い 給食 」を

提供 する 仕組 み を維 持・ 構築 しな が ら、 小金 井第 三小 学 校の 給食

調理 業務 を委 託 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

・保 護 者 説 明 会  

・ 予 算 計 上  

・ 業 者 選 定  

４ 月 か ら 開 始  推進  →  →  

 

取組 項目  ７ 小金 井第 一 小学 校の 給食 調理 業 務委 託化  

担当 課  学務 課  関連 課   

課題 ・目 的  

学校 給食 調理 業 務の 民間 委託 を 更 に 進め 、こ れに よっ て 生み 出さ

れた 財源 を活 用 し、 小中 学校 の学 校 給食 にか かる 施設 （ 空調 設備

等）・ 備 品ば かり でな く、 学校 の設 備 等の 改修 にも 計画 的 に活 用す

る。  

取組 内容  

小金 井市 学校 給 食の 指針 であ る「 安 全で おい しく 温か い 給食 」を

提供 する 仕組 み を維 持・ 構築 しな が ら、 小金 井第 一小 学 校の 給食

調理 業務 を委 託 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

保 護 者 説 明 会  委 託 開 始 校

の検 証  

・予 算計 上  

・業 者選 定  

４ 月 か ら 開 始  推進  
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取組 項目  ８ 図書 館緑 分 室の 委託 化  

担当 課  図書 館  関連 課  公民 館  

課題 ・目 的  

開館 時間 ・開 館 日の 拡充 、柔 軟性 に 富ん だ事 業展 開、 専 門ス タッ

フの 配置 等、 サ ービ スの 充実 を見 込 むこ とが でき る。  

取組 内容  

既に 運営 委託 し てい る図 書館 貫井 北 分室 及び 東分 室も 公 民館 との

複合 施設 であ り 、一 体で 業務 委託 す るこ とで 成果 を 上 げ てい る。

この こと を踏 ま え、 緑分 室も 公民 館 緑分 館と 一体 で業 務 委託 する

方向 で検 討を 進 めて いる 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

検討  準備  →  実施   

 

取組 項目  ９ 公民 館貫 井 南分 館の 委託 化  

担当 課  公民 館  関連 課  児童 青少 年課  

課題 ・目 的  

小金 井市 公民 館 中長 期計 画に 位置 付 けら れた 貫井 南セ ン ター につ

いて 、児 童館 と の複 合施 設で ある と いう 課題 の整 理を 行 った 上で

業務 委託 を行 う 。  

取組 内容  

貫井 南セ ンタ ー につ いて は、 児童 館 併設 とい う特 徴を 生 かし 、児

童青 少年 課と の 調整 を進 める 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

関係 課と の

調整 ・検 討  

→  →  →  →  
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取組 項目  １０  公 民館 緑 分館 の委 託化  

担当 課  公民 館  関連 課  図書 館  

課題 ・目 的  

図書 館緑 分室 と 一体 によ る業 務委 託 を検 討。 野外 調理 場 及び 宿泊

機能 の利 用方 法 、運 営方 法を 整理 し 、青 少年 セン ター か らの 引継

ぎを 反映 した 事 業委 託方 法を 想定 す る。  

取組 内容  

住民 や利 用者 の 合意 を得 なが ら、 丁 寧な 対応 を進 める 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

検討  準備  →  実施   

 

取組 項目  １１  公 共施 設 マネ ジメ ント の推 進  

担当 課  
公共 施設 マネ ジ メン ト推

進担 当  

関連 課  庶務 課  

生涯 学習 課  

課題 ・目 的  

少子 高齢 化・ 人 口減 少社 会の 到来 を 踏ま え、 財政 負担 の 軽減 と公

共施 設等 の最 適 な配 置を 実現 する た め、「 総量 抑制 」「 将来 更新 費

用及 び維 持管 理 費の 縮減 」に 努め る 。  

取組 内容  

将来 的な サー ビ ス需 要の 変化 に的 確 に対 応す るた め、 公 共施 設の

在り 方・ 最適 な 配置 の検 討、 計画 的 な施 設更 新、 資産 の 有効 活用

への 取組 を進 め る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

・ 総 合 管 理 計

画 改 定  

・ 本 庁 舎 跡 地

等 活 用 検 討  

・ 公 共 施 設 の

在 り 方 検 討  

   →  

 

→  →  
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２ アクションプラン２０２０からの継続取組 

 

取組 項目  １ 債権 引継 （ 債権 管理 の推 進）  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課  納税 課  

課題 ・目 的  

税以 外の 債権 管 理の 引継 ぎを 段階 的 に実 施し 、税 収等 の 歳入 の確

保及 び負 担の 公 平性 を確 保す る。 ま た、 引継 債権 の納 税 者等 の相

談窓 口を 一本 化 し利 便性 の向 上を 図 る。  

取組 内容  

関係 課と 協議 を 進め 、 法 に基 づく 試 行運 用の 開始 、組 織 の見 直し

等を 検討 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

他市 調査  ・ 他 市 調 査  

・ 関 係 課 協 議  

・ 検 討  

→  準備  実施  

 

取組 項目  ２ 徴収 困難 な 市債 権引 継ぎ  

担当 課  納税 課  関連 課  行政 経営 担当 他  

課題 ・目 的  

税以 外の 債権 管 理の 引継 ぎを 段階 的 に実 施し 、税 収等 の 歳入 の確

保及 び負 担の 公 平性 を確 保す る。 ま た、 引継 債権 の納 税 者等 の窓

口が 一本 化さ れ るこ とに より 、利 便 性の 向上 が見 込ま れ る 。  

シス テム につ い ては 、今 後予 定さ れ てい るシ ステ ムの 共 同化 ・標

準化 の影 響も 視 野に 入れ なが ら検 討 する 。  

取組 内容  

債権 管理 条例 の 進捗 状況 を注 視し な がら 、主 管課 にお い て徴 収困

難と なっ てい る 債権 につ いて 、納 税 課に 当該 債権 を引 継 ぐこ とで

効率 的な 滞納 整 理を 進め 、収 納率 の 中長 期的 な向 上と 、 市民 負担

の公 平性 を確 保 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

検討  →  →  準備  実施  
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取組 項目  ３ 広告 等の 活 用推 進  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課   

課題 ・目 的  

広告 等の 活用 を 全庁 的に 推進 する た めに 、市 の基 本方 針 や手 法に

つい て検 討を 進 め、 共有 化を 図る こ とで 取組 を軌 道に 乗 せる 。  

取組 内容  

先進 市の 事例 等 を研 究し 、本 市の 広 告等 の活 用方 針等 を 策定 す

る。 職員 向け 説 明会 の実 施を 検討 す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

他市 事例 研

究  

→  ・検 討  

・実 施  

推進  →  

 

 

取組 項目  ４ ネー ミン グ ライ ツ導 入（ 栗山 公 園健 康運 動セ ンタ ー ）  

担当 課  スポ ーツ 振興 担 当  関連 課   

課題 ・目 的  

当施 設に 対す る 命 名 権を 導入 する こ とに より 、新 たな 財 源の 確保

を図 る。  

施設 のネ ーミ ン グが 変わ るこ とで 、 サイ ン表 示・ 印刷 物 等の 刷新

が必 要と なる こ とか ら、 命名 権者 の 選定 を含 め、 一定 の 準備 期間

が必 要と なる 。  

取組 内容  

施設 、建 物に 係 る看 板・ サイ ン表 示 の設 置（ 命名 権者 負 担）、 市が

管理 する 周辺 道 路標 識、 施設 サイ ン 表示 等の 変更 、施 設 案内 パン

フレ ット 、印 刷 物等 を 刷 新す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 調査  

 

検討  

 

準備  実施  
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取組 項目  ５ 事務 事業 評 価の 開始  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課  企画 政策 課  

課題 ・目 的  

第５ 次基 本構 想 ・前 期基 本計 画の 施 策を 推進 し、 事業 の 効果 化、

効率 化を 図る た めに 、事 務事 業の 自 己点 検ツ ール とし て 事務 事業

評価 を開 始す る 。  

取組 内容  

２９ の施 策に 対 し、 １施 策あ たり ５ つの 事務 事業 を選 出 し、 ５年

間で １４ ５の 事 務事 業に つい て自 己 点検 する 。点 検結 果 を翌 年度

以降 の事 業の 効 果化 、効 率化 に活 か して いく 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

・ 市 議 会 合 同 勉 強

会 実 施  

・ 評 価 シ ー ト 検 討  

・ 評 価 シ ー ト 検 討  

・ 事 務 事 業 抽 出  

・ 試 行① 開 始  

試行①  →  試行②  

 

取組 項目  ６ 公用 車の 運 用の 見直 し  

担当 課  管財 課  関連 課  車両 保有 課  

課題 ・目 的  

公用 車に つい て は、 アク ショ ンプ ラ ン２ ０２ ０に 基づ き これ まで

一定 数の 削減 に 努め てき たと ころ で ある 。し かし なが ら 、新 庁舎

竣工 や組 織改 正 時に おい て台 数を 効 率的 に管 理す るた め には 、台

数の 削減 に加 え 、適 切な 車両 の管 理 ・運 用方 法等 の確 立 が求 めら

れる 。  

取組 内容  

次世 代自 動車 の 導入 や、 リー ス車 両 の活 用、 車両 の集 中 管理 等の

可否 につ いて 検 討す る 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 調査  →  検討  →  
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取組 項目  ７ 高架 下の 活 用（ 保管 所）  

担当 課  交通 対策 課  関連 課   

課題 ・目 的  

自転 車保 管所 に つい ては 、土 地の 賃 貸に より 開設 して い るた め、

安定 性が 課題 と なっ てい る。 この た め、 恒久 的な 使用 が 見込 める

高架 下へ の保 管 所設 置を 検討 する 。  

取組 内容  

具体 的な 場所 を 含め 、土 地所 有者 と の協 議を 進め る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 検討  →  →  準備  

 

取組 項目  ８ 総合 案内 業 務の 見直 し  

担当 課  広報 秘書 課  関連 課  行政 経営 担当 ／ 市民 課  

課題 ・目 的  

新庁 舎の １階 メ イン 入口 正面 に設 置 予定 の総 合案 内業 務 の実 施手

法を 検討 する 。  

総合 案内 ・フ ロ アマ ネー ジャ ー・ コ ンシ ェル ジュ が同 一 フロ アに

設置 され る予 定 であ るた め、 役割 、 配置 等に つい て 整 理 し、 来庁

者の 流れ が効 率 的か つ円 滑と なる よ う検 討す る 。  

取組 内容  

近接 する 市民 課 窓口 の業 務委 託と の 関係 を整 理 し た上 で 、各 々の

役割 、配 置等 に つい て整 理す る。 総 合案 内業 務の 実施 方 法を 検討

し、 業務 体制 ・ 所管 課等 を整 理す る 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

庁内 検討  →  課内 検討  準備  実施  
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取組 項目  ９ はけ の森 美 術館 の運 営方 法の 見 直し  

担当 課  コミ ュニ ティ 文 化課  関連 課   

課題 ・目 的  

市立 はけ の森 美 術館 は直 営で 運営 し てお り、 職員 体制 等 が脆 弱で

ある こと は、 美 術館 の運 営協 議会 答 申で も指 摘さ れて い る。  

運営 方式 を見 直 すこ とに より 、安 定 的な 運営 を 目 指し 、 市民 満足

度の 向上 ・事 業 経費 の削 減が でき る かど うか を検 討す る 。  

取組 内容  

他市 公立 美術 館 との 比較 、直 営と 委 託・ 指定 管理 との 経 費の 比較

を行 う。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  →  →  検討  →  

 

取組 項目  １０  障 害者 福 祉セ ンタ ーの 民間 移 譲  

担当 課  自立 生活 支援 課  関連 課   

課題 ・目 的  

民間 事業 者が 持 つノ ウハ ウ等 を 活 用 し、 柔軟 かつ 適正 な 施設 の維

持管 理を 行う 。  

取組 内容  

提供 する サー ビ スの 性質 上 、 適正 な 運営 の維 持に は一 定 の市 の関

与や 利用 者等 の 意向 の確 認も 必要 で ある こと から 、 当 面 の間 、指

定管 理制 度の 活 用を 継続 し、 今後 の 社会 情勢 や運 営態 勢 等を 踏ま

え、 自立 支援 協 議会 の意 見等 を参 考 にし なが ら、 慎重 か つ丁 寧に

検討 を進 める 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

検討  →  →  →  →  



- 44 - 

 

 

 

取組 項目  １１  給 付水 準 の見 直し  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課   

課題 ・目 的  

補助 金以 外の 扶 助費 等の 給付 事業 に つい て、 見直 し基 準 の策 定を

検討 し、 公共 性 、公 平性 等に つい て 検証 しな がら 事業 の 適正 化を

図る 仕組 みの 構 築を 検討 する 。  

取組 内容  

他市 の事 例等 を 研究 し、 基準 の策 定 の可 能性 に つ いて 検 証す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

他 市 事 例 研 究  →  検討    

 

取組 項目  １２  委 員会 ・ 審議 会等 の報 酬の 見 直し  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課   

課題 ・目 的  

委員 会、 審議 会 等の WEB によ る開 催も 増 えて きて いる 中 で、 適

正な 報酬 額の 考 え方 等に つい て整 理 する 。  

取組 内容  

他市 事例 を研 究 し、 本市 の報 酬額 に つい て検 証す ると と も に 、ニ

ュー ノー マル 時 代の 報酬 額に つい て も研 究す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

他 市 事 例 研 究  →  検討    
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取組 項目  １３  集 会施 設 等の 使用 料の 見直 し  

担当 課  コミ ュニ ティ 文 化課  関連 課   

課題 ・目 的  

集会 施設 等の 使 用料 の見 直し を行 う こと によ り、 受益 者 負担 の適

正化 を図 る。  

①市 内の 集会 施 設の うち 、 無 料の 施 設の 有料 化を 検討 す る。  

②有 料施 設の 使 用料 が適 正で ある か どう かを 検討 し、 適 正で ない

場合 は使 用料 を 改定 する 。  

取組 内容  

「小 金井 市受 益 者負 担基 準」 に沿 っ て検 討す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  →  →  検討   

 

取組 項目  １４  証 明書 発 行手 数料 の見 直し  

担当 課  市民 税課  関連 課  資産 税課 ／納 税 課  

課題 ・目 的  

今後 、オ ンラ イ ン申 請等 によ る証 明 書発 行 の 利便 性が 向 上す るこ

と等 を踏 まえ 、 受益 者負 担の 適正 化 の検 討を 進め る。  

取組 内容  

税証 明書 の発 行 手数 料に つい て、 受 益者 負担 の適 正化 を 図る 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

検討  ・調 査  

・検 討  

・準 備  

・実 施  

・調 査  

・検 討  

・準 備  

・実 施  
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取組 項目  １５  下 水道 使 用料 の 減 免基 準の 見 直し  

担当 課  下水 道課  関連 課   

課題 ・目 的  

下水 道使 用料 は 、他 の減 免基 準と 比 較す ると 減免 対象 が 広い た

め、 公平 性の 観 点か ら減 免基 準に つ いて 見直 しを 検討 す る。  

取組 内容  

庁内 の他 の使 用 料、 東京 都下 水道 局 ・水 道局 の減 免基 準 等の 確認  

他市 の減 免基 準 の調 査・ 検証  

今後 の下 水道 施 設の 長寿 命化 ・ス ト ック マネ ジメ ント に 係る コス

トの 観点 から 、 下水 道使 用料 とと も に 使 用料 の減 免基 準 につ いて

も検 証す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  ・調 査  

・課 内検 討  

・課 内検 討  

・審 議会 等

検討  

・庁 内検 討  

・実 施  

 

 

取組 項目  １６  自 転車 駐 車場 料金 の見 直し  

担当 課  交通 対策 課  関連 課   

課題 ・目 的  

自転 車駐 車場 の 利用 料金 につ いて 、 基本 的な 考え 方等 を 整理 し、

小金 井市 受益 者 負担 基準 を踏 まえ た 見直 し等 を検 討す る 。  

取組 内容  

他市 の料 金や 、 本市 の利 用実 態の 把 握、 駐輪 場の 今後 の 動向 など

を調 査・ 検証 し 、市 民生 活へ の影 響 等も 踏ま え検 討を 進 める 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  検討  →  →  準備  
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取組 項目  １７  奨 学金 制 度の 検討  

担当 課  庶務 課  関連 課   

課題 ・目 的  

成績 優秀 かつ 経 済的 な困 難を 抱え た 生徒 ・学 生に 対し て 、修 学で

きる よう 支援 す る。 国や 都の 制度 、 他市 の取 組等 を踏 ま え、 今後

の在 り方 や制 度 につ いて 随時 見直 し 等 を 行う 。  

取組 内容  

毎年 度、 奨学 資 金運 営委 員会 で検 討 。奨 学資 金を 必要 な 方に 行き

渡せ る制 度づ く りや 、出 願様 式及 び 選考 基準 など も 見 直 す。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

身 体 要 件 廃

止 、 所 得 制 限

設 定 、 定 員 枠

の 見 直 し 実 施  

検討  

 

→  →  →  

 

取組 項目  １８  上 水公 園 運動 施設 の有 料化  

担当 課  スポ ーツ 振興 担 当  関連 課   

課題 ・目 的  

受益 者負 担の 適 正化 の観 点か ら、 運 動施 設の 有料 化を 検 討す る。  

有料 化に 当た っ ては 、利 用者 の理 解 が得 られ るよ う、 ス ポー ツ関

係団 体や 一般 利 用者 等と の協 議を 行 うと とも に、 有料 施 設と して

更な るサ ービ ス の向 上、 施設 の整 備 等を 検討 する 。  

取組 内容  

スポ ーツ 関係 団 体等 への ヒア リン グ やス ポー ツ推 進審 議 会と の意

見交 換。「小 金井 市受 益者 負担 基準 」 及び 他施 設の 使用 料 等を 勘案

し、 適正 な使 用 料を 算出 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 調査  

 

検討  準備  実施  
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取組 項目  １９  公 民館 使 用団 体未 利用 時間 の 使用 料有 料化  

担当 課  公民 館  関連 課   

課題 ・目 的  

小金 井市 公民 館 中長 期計 画に おい て 、団 体使 用が 行わ れ てい ない

施設 の未 利用 時 間に つい ては 規定 を 作り 、有 料で 貸し 出 すこ とを

検討 する こと と した 。  

取組 内容  

小金 井市 公民 館 中長 期計 画の 基本 的 考え 方を 踏襲 し、 有 料化 を実

施す る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

使 用 料 の 試 算  ・ 使 用 料 案 の 作 成  

・ 使 用 料 徴 収 の 仕

組 み 案 作 成  

・ 市 民 説 明 会  

・ 条 例 改 正 手 続 き  

予 算 要 求  

・ 改 正 条 例 施 行  

・ 徴 収 開 始  

推 進  →  

 

取組 項目  ２０  組 織改 正  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課  全課  

課題 ・目 的  

時代 に即 した 経 営 課 題に 適切 に対 応 し、 効果 的・ 効率 的 な組 織運

営を 可能 とす る 組織 改正 を検 討 す る 。新 庁舎 建設 を 控 え る中 で、

組織 と施 設の バ ラン スを 考慮 ・調 整 しな がら 検討 する 。  

取組 内容  

各部 署で 抱え る 課題 、今 後の 行政 運 営の 在り 方、 他市 の 事例 など

を調 査し 、新 庁 舎竣 工時 期を 見極 め つつ 、大 規模 改正 か 部分 改正

かな どを 検討 す る 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

調査  ・ 各 課 ニ ー ズ

調 査  

・ 事 例 研 究  

・検 討  

・推 進  

→  →  
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取組 項目  ２１  保 育業 務 の総 合的 な見 直し  

担当 課  保育 課  関連 課   

課題 ・目 的  

施設 の老 朽化 の 進行 や慢 性的 な保 育 士不 足等 が課 題と な って いる

公立 保育 園に つ いて 、子 ども の安 全 を第 一に 考え ると と もに 、多

様な 保育 ニー ズ への 対応 や、 更な る 保育 の質 の維 持・ 向 上を 図る

ため 、保 育業 務 の総 合的 な見 直し を 行う 。  

取組 内容  

築５ ０年 を経 過 する ３園 （く りの み 、わ かた け、 さく ら ）に つい

て、 段階 的に 定 員を 縮小 し廃 園す る 。生 み出 され た人 材 等は 残り

２園 等に 集約 し 、多 様な 保育 ニー ズ への 対応 及び 保育 の 質の 向上

など を図 る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

保 護 者・市 民

説 明 会 実 施  

・ 検 討  

・ 準 備  

く り の み 保

育 園 及 び さ

く ら 保 育 園

の 定 員 を 1～

5 歳 に 縮 小  

く り の み 保

育 園 及 び さ

く ら 保 育 園

の 定 員 を ２

～ 5 歳 に 縮 小  

く り の み 保

育 園 及 び さ

く ら 保 育 園

の 定 員 を ３

～ 5 歳 に 縮 小  

 

取組 項目  ２２  補 助金 等 の見 直し  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課  財政 課  

課題 ・目 的  

補助 金等 は、 市 以外 の者 へ金 銭を 給 付す るも ので ある た め、 内容

ごと に終 期を 定 め、 公平 性、 公正 性 、公 益性 、重 要性 、 効果 性に

つい て検 証す る こと で 、 適正 な執 行 を図 る。  

取組 内容  

具体 的な 補助 金 等見 直し の 方 法に つ いて 、平 成３ ０年 ３ 月に 定め

た「 補助 金等 の 見直 し基 準 」 の更 新 を含 め、 関係 課と 協 議を 進め

る。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 ・ 関 係 課 調 整  

・ 検 討  

・検 討  

・準 備  

実施  推進  
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３ その他の新たな取組 

 

取組 項目  １ 行政 経営 指 標の 策定  

担当 課  行政 経営 担当  関連 課  財政 課他  

課題 ・目 的  

行政 経営 上で 注 視す べき いく つか の 指標 等に つい て、 経 営上 の課

題を 可視 化 す る こと で課 題解 決に つ なげ る。  

取組 内容  

他市 の事 例を 研 究す ると とも に、 関 係部 署と 協議 を重 ね 、 策 定方

法や 各指 標に つ いて の適 正な 基準 等 につ いて 検討 する 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 ・ 事 例 研 究  

・ 関 連 課 協 議  

・検 討  

・策 定  

推進  →  

 

 

取組 項目  ２ 民間 事業 者 を活 用し た人 員 確 保  

担当 課  選挙 管理 委員 会 事務 局  関連 課   

課題 ・目 的  

期日 前投 票所 の 運営 にお ける 課題 の 一つ であ る人 員確 保 につ いて、

他市 を参 考に 、現 状の 会計 年度 任用 職 員雇 用以 外の マン パ ワー の確

保の 方法 を検 討 し、期 日前 投票 所開 設 日数 の増 など の投 票 環境 向上

につ なげ る。  

取組 内容  

期日 前投 票所 の 運営 のう ち補 助的 業 務（ 会場 設営 、受 付 、シ ステ

ム処 理、 投票 用 紙の 配付 、会 場内 誘 導、 来場 者の 誘導 等 ）に つい

て、 民間 事業 者 の活 用に よる 人員 確 保の 方法 を検 討す る 。  

年次 計画  

Ｒ３ （ 参 考 ）  Ｒ４  Ｒ５  Ｒ６  Ｒ７  

 ・ 各 市 調 査  

・ 課 題 の 抽 出 ・ 検 討  

・ 仕 様 書 の 精 査  

・ 予 算 計 上  

 

実施  推進  
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ペー ジ  用語  解説  

１  市民 の福 祉の 増 進  地方 自治 法上 で は 「 住民 の福 祉の 増 進 」。 本市 で

は、 市政 に関 わ る主 体と して 、在 住 する 人だ け

では なく 、 市 内 に通 勤・ 通学 する 人 を含 んで

「市 民」 とし 、 市民 の福 祉の 増進 を 図り ます 。  

３  類似 団体  市町 村を 人口 と 産業 構造 によ り分 類 した もの

で、 類似 する 他 市と の比 較に より 、 財政 状況 の

特徴 を把 握す る こと がで きる 。  

３  公民 連携  ＰＰ Ｐ（ Public Private Partnership の略 ）  

これ まで の行 政 主体 によ る公 共サ ー ビス を、 誰

が最 も有 効性 の ある 効率 的な サー ビ スの 担い 手

にな り得 るか と いう 観点 から 、行 政 と多 様な 構

成主 体（ 市民 、 自治 会、 町内 会、 Ｎ ＰＯ 、企 業

等） との 連携 に より 提供 して いく 考 え方 。公 と

民が 連携 する 手 法の 総称 。  

９  アフ ター コロ ナ  新型 コロ ナウ イ ルス 感染 症が 世界 的 に流 行し た

後の 社会 。コ ロ ナ以 前と 対比 で用 い る。  

１１  ネッ トワ ーク ハ ブ的 職

員  

個々 の市 民や 団 体等 をつ なぐ 役割 を はた す職

員。 コー ディ ネ ート 能力 （企 画、 調 整、 まと

め） が求 めら れ る。  

１１  三者 一体 の改 革  市民 、市 議会 、 行政 の三 者が 一体 と なっ て組 織

の改 善を 目指 す もの 。  

１２  ＡＩ  Artificial Intelligenceの略 で、 人工 知 能の こと 。  

１２  ＲＰ Ａ  Robotic Process Automation の略 で 、こ れま

で人 間の みが 対 応可 能と 想定 され て いた 作業 又

はよ り高 度な 作 業を 、人 間に 代わ っ て実 施で き

るル ール エン ジ ンや AI、機 械 学習 等を 含 む認 知

技術 を活 用し て 代行 ・代 替す る取 組  
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ペー ジ  用語  解説  

１２  ＧＩ ＧＡ スク ー ル構 想  １人 １台 端末 と 、高 速大 容量 の通 信 ネッ トワ ー

クを 一体 的に 整 備す るこ とで 、特 別 な支 援を 必

要と する 子供 を 含め 、多 様な 子供 た ちを 誰一 人

取り 残す こと な く、 公正 に個 別最 適 化さ れ、 資

質・ 能力 を一 層 確実 に育 成で きる 教 育Ｉ ＣＴ 環

境を 実現 する こ と。  

これ まで の教 育 実践 と最 先端 のＩ Ｃ Ｔの ベス ト

ミッ クス を図 る こと によ り、 教師 ・ 児童 生徒 の

力を 最大 限に 引 き出 す。  

２０  ワン スト ップ  １か 所で 様々 な 用事 が足 りる 、何 で も揃 うと い

う意 味  

２０  テレ ワー ク  情報 通信 技術 を 活用 した 、場 所や 時 間に 捕ら わ

れな い柔 軟な 働 き方 のこ と。  

※ ページ数は、その用語が最初に出てきたページとなります。  
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はじめに  

 

  令和２年７月、第１０期となる小金井市行財政改革市民会議（以下、「市

民会議」という。）が設置され、市長より「行財政改革プラン２０２５の策

定等」について諮問がなされた。コロナ禍による様々な制約を受けながら

も、事務局の尽力によりオンライン会議の導入など臨機応変な対応を重ね、

９回の全体会議と５回の部会を開催して精力的に議論を重ねてきた。この

間、市行政当局においても、新型コロナウイルス感染拡大防止対策や経済

対策、様々な給付事業やワクチン接種事業などに優先的に取り組むことが

求められ、策定作業はたいへん厳しいものがあった。  

  こうした１００年に一度ともいえるパンデミックの中、本市の行財政改

革については、令和２年度末で行財政改革プラン２０２０が終了したもの

の、新型コロナウイルス感染症対策を優先し、新たな行財政改革プランの

策定を先送りしたため、令和３年度からは計画上の空白期間が生じている。

この空白期間を単なる空白期間とせず、次の計画にコロナ禍を踏まえた新

たな考え方を反映させるための期間として活用し、ポスト・コロナの時代

に即した行財政改革の方向性を再考することが求められている。  

  市長からの諮問では、新型コロナウイルス感染症の影響等により社会経

済情勢が一層不透明となったことから、これまで以上に踏み込んだ改革が

求められていた。これを受け、市民会議では、これまでとは発想を転換す

ることとした。これまでの行財政改革は、効率性を重視するあまり削減に

ばかり目が向きがちで、必ずしも熱心に行われたとは言えない面もあった。 

しかし、行財政改革は、市民の福祉をより増進するために行われる行財

政運営の見直しであって、本来は前向きに取り組むべきものである。そこ

で、市民会議では、これまでの一般的な行財政改革の在り方に縛られるこ

となく、真に取り組むべき行財政改革の在り方について議論を重ねてきた。 

  市長をはじめとする市行政当局に対しては、市民会議による本答申を最

大限に尊重し、新しいステージの行財政改革に全庁を挙げて取り組むこと

を切望する。また、諮問の範囲からやや逸脱するものの、市民の代表であ

る市議会に対しても、新たな改革に取り組む市役所職員の意欲を評価して
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後押しすると共に、市議会自体の改革にも積極的に取り組み、市行政当局

と一体となって「聖域無き行財政改革」を推進されることを強く要請する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                               

目指す将来像＝スマート自治体への転換、多様な主体によるサービスの提供

＜重要な視点＞
＜行財政改革２０
２５の基本理念＞

第二層（期間） 第一層（基本）

仕組み・情報 効果的 × 効率的 自治体DXの推進
人材育成

職員数適正化

人・組織 人材育成 × 組織
公民連携・
アウトソーシングの推進

人材育成
職員数適正化

モノ・カネ 適正化 × 効率化
　公共施設マネジメント
　の推進

歳入の確保
歳出の削減

＜将来像を実現するための具体的な手段＞

重点取組（柱）



 

3 

 

１ 計画策定の背景と現状  

 

 ⑴ 行財政改革プラン２０２０までの変遷 

    本市は、平成９年度から行財政改革に着手し、第一次行財政改革大

綱（平成９～１４年度）では財政再建を目標に、課題であった人件費

の削減に集中的に取り組んだ。その結果、２００人近い職員の削減を

実現するなど、量的な改革は劇的に進み、各財政指標が他市並みに近

付くことでようやくまちづくりのスタートラインに立つことができ

た。そこで、当時の市民会議は、第二次行財政改革大綱（平成１４～

２１年度）では、量的な改革に加え、質的向上も強く意識した行財政

改革とするよう要望した。   

しかし、平成２０年にリーマンショックによる世界的な金融危機が

発生し、第三次行財政改革大綱（平成１４～２７年度）の期間には東

日本大震災が発生するなど、度重なる経済不安により、本市の財政状

況は厳しい状態を完全に抜け出すことができていない。このため、行

財政改革プラン２０２０（平成２９～令和２年度）においても量的な

改革に軸足を置き、１００を超える取組項目を積み上げ、全庁を挙げ

全力で取り組んできた。しかしながら、新庁舎建設や公共施設等の老

朽化、新型コロナウイルスへの対応など、多額の費用を要する課題が

山積しており、本市の財政状況に余裕が出るという状態には程遠く、

量的な改革は終わりのない永遠のテーマと言える。 

    一方で、２５年以上にも及ぶ量的改革を中心とした行財政改革は、

職員に削減こそが行財政改革の目的であるかのように錯覚させると

共に、公民連携・アウトソーシング等に取り組む理由を「行財政改革

のためだけ」と誤認させることもある。  

国や都からの権限移譲や時代の要請等により、市民ニーズは年々多

様化・複雑化していく中、予算も職員も慢性的に足りていないような

状況が各部署で見受けられる。また、この間ずっと創意工夫と不断の

努力により削減を進めてきた職員にも、いわゆる「行革疲れ」の様相

がしばしば見受けられる。  
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 ⑵ 時代背景  

    市長による諮問に「社会経済の先行きは不透明」とあるとおり、我

が国は現在、少子化による急速な人口減少と高齢化という危機に面し

ている。生産年齢人口の減少は、あらゆる業種で人手不足を生み、地

方自治体では、税収も大幅に減収することが見込まれている。  

子育て、教育関連業務への市民ニーズに比較すると相対的に高齢者

関連事業へのニーズが急拡大すると共に、年齢構成の変化により公共

施設等のニーズも変容する。更に、令和２年以降現在に至るまで続く

コロナ禍は、これまでの常識をあらゆる分野で一変させ、行政サービ

スの在り方にも既存の価値観や常識の劇的な変容が求められている。

市民生活に身近な行政サービスの殆どを担う地方自治体においても、

今後、経営資源の厳しい制約を受けながらこれに対応する必要がある。 

    行財政改革は、時代の要請に応じた「市民の福祉の増進」を図るに

際し、「最少の経費で最大の効果を発揮」するために行われる行財政運

営の見直しである。近年、時代が大きく変化する中で、新たな行財政

改革にはこれまでにも増して強く時代背景を反映させる必要がある。 

    急激に変化する社会に柔軟に対応するには、今までの考え方に固執

せず、新たな考え方を積極的に取り入れることが求められる。令和３

年度は、行財政改革大綱の空白期間となったが、この間、極限とも言

えるようなコロナ禍への対応の中で、これまで見逃されてきた非効率

な部分と、市としてこれだけは実施すべきというコアな部分が見えて

きたはずである。ピンチをチャンスに変え、新たな考え方で魅力ある

小金井市を作っていってほしい。  

 

 ⑶ 小金井市の現状 

    約四半世紀にわたる量的な改革を中心とした行財政改革により、本

市の財政状況は他市並みとなった。しかし、まだまだ多額の費用を要

する課題が山積しており、基金残高も十分とは言えない状況にあるな

ど、本市の財政は引き続き厳しい状況にある。更に今後、人口減少と

それに伴う税収の減が見込まれることを踏まえると、各種行政サービ

スの提供や公共施設の整備・運営等を、これまでと同じやり方で、市
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がフルセットで行うことは現実的ではない。このことを踏まえつつ、

市の現状を精緻に分析する必要がある。 

 

ア 公民連携・アウトソーシングの傾向 

  行政サービスは、地域の特性や市の政策などにより各市若干異なる

部分はあるが、基本的には標準化・共通化できるものであり、類似団

体での先進的な取り組みは本市でも積極的に取り入れるべきである。  

そこで、第一次行財政改革大綱よりずっと重点取組としてきた民間

委託化（指定管理を含む）について分析すると、保育園、学童保育所、

児童館、図書館について、本市は特に遅れていることが確認できる。

これらの委託化は本市の行財政改革の長年の課題であり、大きな時代

の変化が急激に迫っている現状を踏まえ、まったなしでもう一歩踏み

込んだ取組が必要である。 

 【主な委託化率】 

   保 育 園    ０％（類似団体平均 ５３．３％） 

   学童保育所 ５５．６％（類似団体平均 ８４．７％） 

   児 童 館 ２５．０％（類似団体平均 ６１．１％） 

   図 書 館 ５０．０％（類似団体平均 ６５．５％） 

 

 

イ 職員数の傾向  

  行財政改革プラン２０２０では、類似団体最少の職員数である東久

留米市を目標に、職員数の適正化に努めてきた。この間、正規職員を

会計年度任用職員に置き換えると共に、重要課題を抱える課や慢性的

に残業の多い課への正規職員の重点配置を進め、一定の効果を挙げて

きた。しかし、目標としていた東久留米市の職員数との乖離は未だ大

きく、このままのやり方では更なる職員数削減は難しい。  

そこで、改めて都内類似団体の１０年間の職員数の推移を分析する

と、この１０年間で一般行政職とその他職員の割合が殆ど変わってい

ないのは本市のみであり、類似市では、一般行政職の割合が明確に増

えきていることが見て取れる。これは、本市が依然として全体的な職
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員の削減に取り組んできたのに対し、類似市では、民間が担うことが

できる業務の見直しに集中的に取り組み、その結果、その他職員の削

減が進み、一般行政職への戦略的な重点配置が可能となったと推察で

きる。本市が今後、職員数の適正化を進める上で単に数だけで考える

のではなく、どこで適正化を図るかを考える上で参考にすべきである。 

 【本市の職員の構成比】  

   令和２年度  

    一般行政職６７．８％（本市を除く類似団体平均８１．６％）  

    その他職 ３２．２％（本市を除く類似団体平均１８．４％）  

    ※一般行政職：一般事務職や土木技術職など  

     その他職：福祉職（保育士や学童保育指導職等）や技能労務職等  

※青梅市その他からは病院職員を除く  

                    ＜多摩地域データブックより＞  

 

ウ 歳出見直しにおいて優先すべき課題  

  本市の財政状況は引き続き厳しい状況にあるが、生産年齢人口の減

少による税収の減を補うような、大幅な歳入の増は非常に難しい課題

である。  

このため、持続可能な行財政運営のためには、歳出の抑制が極めて

重要となる。今後の歳出において最大の負担は、平均すると毎年５０

億円以上が必要となる老朽化した公共施設等の更新費用である。  

公民連携・アウトソーシングの推進や職員数の適正化などを進めな

がらも、人口減少や年齢構成の変化により、公共施設等に求められる

機能も変化することを踏まえ、公共施設マネジメントによる公共施設

等の在り方の検討が必要である。  

 

 

建築系公共施設 土木系公共施設 合計

更新費用総額 ７５３億円 ８４７億円 １，６００億円

年平均額 ２５億円 ２８億円 ５３億円

※１億円未満の端数はそれぞれ四捨五入

※庁舎等（現庁舎関連・新庁舎・（仮称）新福祉会館）の費用を除く。
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２ 行財政改革２０２５で目指す将来像 

 

⑴ 行財政改革の有るべき姿  

行財政改革は、長期総合計画に位置付けられた将来像を実現するため

の手段の一つであり、基本的な方針として「重要な課題を最優先で解決

し、長期総合計画の実現性を高めるために、あるいは政策的な効果を高

めるために、こういう取組をする」といった考え方を示すものである。  

市が、これまで以上に踏み込んだ、新たな行財政改革に取り組むため

には、改めて「何のために」行財政改革を行うのかを職員が認識し、共

有することが重要である。行財政改革がルーティーン化し、「またか」と

なっては、職員は行革疲れを起こす。行財政改革は本来、「明るい未来」

を目指すものであり、職員も「ワクワク」しながら取り組むものでなけ

ればならない。また、将来像やゴールが見えなければ「また切り詰めな

ければならないのか」という意識に繋がり、職員のモチベーションはア

ップしない。  

行財政改革プラン２０２０では、取組項目を１００以上積み上げたた

めに、市としてどこに重点を置いているのかが見えづらくなってしまっ

た。この反省を踏まえ、新たな行財政改革では目指す将来像をはっきり

と描き、重点取組を絞り、ゴールに向けたアプローチ、プロセスを明確

にすることで、一丸となって取り組む必要がある。  

  

【提言】大切にすべき考え  

   ①削減中心の行革から脱却し、ワクワクする行財政改革を！ 

   ②ゴールを明確に！プロセスを大切に！ゴールが明確でない計画は実

効性を伴わない。  

 

 ⑵ これからの経営課題と必要な行財政改革 

   人口減少社会の進行と、新型コロナウイルス感染症によるニューノー

マル時代を新たな行財政改革の時代背景と捉え、この時代に即した行政

需要に対応するためには、スマート自治体への転換と多様な主体による

市民サービスの実践に最優先で取り組むべきである。ピンチの時代をチ
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ャンスに変え、市民と高度に協働し、今こそ新しい仕組みを構築して、

魅力ある小金井市をつくっていくべきである。 

スマート自治体は、市民サービスが多様化・複雑化する中でも、従来

に比べ半分程度の職員で市として本来担うべき機能が発揮できる仕組み

を構築するものである。このためにはこれまでの制度や組織、運営形態

などを大胆に見直すことが必要であり、全ての業務を洗い直し、「民間が

できるものは民間で」を徹底し、職員は職員が担うべき業務に集中する

ことが求められる。 

また、多様な主体による行政サービスの実践では、市民と共に事業を

形作る、市民を盛り上げるようなネットワークハブとしての力がある職

員を育成する必要があり、このためにも、定型的な業務から職員を可能

な限り外し、職員の能力を最大限に発揮できる環境を作っていくことが

求められる。 

従って、行財政改革２０２５の方向性は、この将来像の実現に向け、

制度や組織、運営形態を見直すために、これを実現する重点取組に集中

的に取り組むものとすべきである。 

 

 【提言】大切にすべき考え 

①コロナ禍での業務の見直しをチャンスと捉え改善を進める！ 

②行政から積極的に市民等へ協働を呼びかける！市民等からの提案

を待つのではなく、行政から提案を！ 
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３ 行財政改革２０２５策定における重要な視点  

 

これまで論じてきたとおり、新たに策定する行財政改革２０２５は、

ニューノーマル時代の市民ニーズに対応し、ゴールとプロセスを明確に

した、新たなステージの行財政改革として、市民も職員もワクワクする

ものであるべきと考える。 

このような行財政改革を策定する上で重要となる３つの視点について、

以下のとおり考えを示す。 

  

視点１ 仕組み・情報の視点  

スマート自治体へ転換するためには、これまでの制度や組織、運営

形態等を根本から見直す必要がある。  

現在の行政の制度や運用は人口増加を前提に構築された仕組みで

あり、人口減少下においてそのまま適用しても、所期の効果を発揮で

きない可能性が高い上、仕組みを運用するには現状の職員数を確保し

続けなければならない。更に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大

を契機とした社会の常識の変容は、行政サービスにもデジタル技術等

を活用した非接触、非対面などを求め始めている。  

このことから、行財政改革２０２５策定に当たっては、仕組み・情

報という視点が重要となる。  

 

  視点２ 人・組織の視点  

    行財政改革に取り組む主体は職員、市民、議会であり、人である。 

人口減少社会の進行により生産年齢人口が減少する中で、限られた

人材（職員）をこれまで以上に職員が担うべき業務等に集中できる組

織とすることで、高度な協働に取り組む職員が育ち、市民やＮＰＯ、

企業など多様な主体による市民の福祉の増進が可能となる。  

このことから、行財政改革２０２５策定に当たっては、人・組織と

いう視点が重要となる。 
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  視点３ モノ・カネの視点  

    持続可能な行財政運営を行うためには、安定的な予算（カネ）の確

保が必要である。 

しかし、生産年齢人口の減少により、本市の税収も今後確実に減少

する。この様な状況にあって財政規律を保つためには、抜本的な歳出

の見直しと、新たな歳入の確保が必要となる。 

そこで鍵を握るのは維持更新に多額の費用を要し、様々な運用が可

能な資産（モノ）の在り方と有効活用であることから、行財政改革２

０２５策定に当たっては、モノ・カネという視点が重要となる。 
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４ 基本理念 

 

   ３つの重要な視点を踏まえると、基本理念は以下の通り定めることが

できる。 

 

 基本理念１ 効果的かつ効率的な行政サービスの提供 

    行政サービスについては、市の制度や組織、運営形態等をデジタル

技術の活用により大胆に見直すことで、効果的かつ効率的に提供する

ことができる。 

  

 基本理念２ 人材育成と組織の見直し 

    人材育成と組織の見直しは、限られた職員を可能な限り定型業務か

ら外し、マネジメント業務等へ集中できるようにすることで、小金井

市に魅力を感じ、市民に顔が見える、ネットワークハブ的職員が育つ。 

 

基本理念３ 持続可能な行財政運営と公共施設等の適正化 

    持続可能な行財政運営と公共施設等の適正化は、多額の費用を要す

る公共施設等の在り方を時代に即して見直すことで、かかる費用を大

幅に削減できるだけでなく、その活用により新たな歳入が確保され、

持続可能な財政運営が実現できる。 
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５ 重点取組 

 

    ３つの基本理念を実現するための具体的な手段を選び、行財政改革２

０２５の重点取組とする。 

重点取組は敢えて３つに絞り込むことで目的が明確となり、戦略的に

経営資源を投入することで、実効性を高めることができる。 

 

 重点取組１ 自治体ＤＸの推進 

    効果的かつ効率的な市民サービスの提供という点では、特に自治体

ＤＸの推進が重要である。 

自治体ＤＸによりニューノーマル時代に即した行政サービスの提供

が可能になると共に、事務の徹底した効率化を図ることで、制度や組

織、運営形態等を大胆に見直し、人口減少社会の進行による税収減や

職員数の縮減に対応することができる。今まで非現実的で、課題も多

いと思われていたデジタル化も、コロナ禍において急激な進歩と新た

な活用事例が激増し、自治体の事業にも門戸は大きく開かれたように

思われる。 

注意すべきは、自治体ＤＸは単なるＩＣＴ化ではないということで

ある。国のガイドラインを吟味し、しっかりとした市の方針を定め、

業務フローを抜本的に見直すなど制度や組織の変革を踏まえたものと

しなければ、中途半端なデジタル技術の導入となり、費用が増加する

だけとなりかねない。 

自治体ＤＸで本市が目指す着地点を十分検討し、かかるコストと期

待される効果、コストを回収する考え方等を整理した上で、全庁で認

識を共有して取り組む必要がある。 

 

 重点取組２ 公民連携・アウトソーシングの推進 

    人材育成と組織の見直しという点では、高い専門性や企画調整能力

等に重点を置いた人材育成と公民連携・アウトソーシングの更なる推

進が重要である。 

公民連携・アウトソーシングの推進は、これまでの行財政改革にお
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いても継続して重点取組に位置付けてきた。これまでのそれは、財政

効果と職員削減効果を主眼に取り組んできたが、これからはこれらに

加え、多様な主体による行政サービスの維持・向上を踏まえた仕組み

を構築するためにも取り組む必要がある。 

アウトソーシング対象事業は過去からの経過もあり課題も多く、簡

単には進まない事業ばかりであるが、新たな公民連携事業の発掘も含

め、一つひとつ丁寧に解決していくことを期待する。なお、人材育成

は行財政改革の基本として長期的な視点で臨むべきものとして、行財

政改革の趣旨に即した人材の育成を強く求める。 

 

 重点取組３ 公共施設マネジメントの推進 

    持続可能な行財政運営と公共施設等の適正化という点では、公共施

設マネジメントの推進が重要である。 

公共施設マネジメントは、公共施設等の床面積を減らしていくこと

を基本に、施設の複合化等を検討するものである。少子高齢化や人口

減少を踏まえ、学校の建て替えに合わせ、学童保育所の複合化や、コ

ミュニティ施設、高齢者施設等の複合化も視野に検討を進めて欲しい。

学区割には長年の課題があるが、その見直しも含め学校を核とした地

域コミュニティづくりを見直すことで、防災上の拠点化など様々な課

題解決にもつながると考える。また、広域連携により他自治体との公

共施設の共有化なども検討を進めるべきである。更に、本庁舎跡地や

低未利用地等の活用は歳入の確保にも繋がるため、積極的に取り組む

ことを要望したい。  

公共施設マネジメントは、別途公共施設等総合管理計画があり、具

体的な取組はそちらで推進することとなるが、行財政改革２０２５の

重点取組の１つとして、持続可能な経営基盤の確保のために取り組ん

で欲しい。 
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 【提言】実現に向けた方向性 

   ①自治体ＤＸの推進には相当な費用が見込まれる。何をどこまでやる

のか、効果をどのように回収するのか等、事前に方針を十分に練り

上げることが重要。 

   ②行政が引き続き担う業務と、民間に任せる業務の仕分けを明確にす

べきである。 

   ③アウトソーシングの手法としては、財団設立も視野に入れてはどう

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 新たな自治体経営の確立 2 従来からの重要課題の解決 3 新たな課題への対応

戦略的人材経営の実現 積年の課題の解決 将来課題への挑戦

① 次年度経営戦略の策定 ① 公民連携アウトソーシングの推進 ① 高度な協働の推進

予算と人事の一体化 運営方法の見直し 情報のフィードバック、自治体連携

② 組織改革の推進 ② 公共施設マネジメントの推進 ② 学校施設の複合化・コミュニティ創出

市議会改革 更新費用の確保、生産緑地、空家の活用 学校建替、学童問題、災害拠点

③ 働きやすい、やりがいの仕事づくり ③ 受益者負担の見直し ③ デジタル変革の推進

生産性向上、残業縮減、育休取得 継続的な見直し体制づくり RPA、AI、GIGAスクール構想も

（重点取組部会　重点取組項目案）
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６ 目標の設定について 

 

 ⑴ 定量的な目標設定について 

    行財政改革プラン２０２０では、目標として経常収支比率と職員数

を設定していた。目で見える数値目標はインパクトがあり、分かりや

すい。しかし、今の小金井市の良さを、どのように次の世代に引き継

いでいくかという視点からは、現状だけ見るのではなく、将来のこと

を見越して準備する必要がある。 

その点で、経常収支比率は現状を見る指標という意味合いが強く、

未来に向けての指標とは捉えづらい。そもそも、経常収支比率は自治

体が建設途上の時代の指標であり、現在の自治体における財政需要と

は異なった時代の指標でもある。 

また、職員数についても、自治体の歴史や文化、主要事業等によっ

て大きく異なるため、他市を基準とした目標の設定は再度検討を要す

る。このような理由から、目標や指標の設定は、実態に即したものを

再考すべきである。 

   

⑵ 定性的な目標設定について 

  行財政改革において、具体的な個別取組を列挙し、各時点で進行管

理を行うことは大切である。しかし、真に行財政改革を推進するため

には、取組ごとに目標実現までのプロセスを示し、その中でできたこ

と、できなかったことを見えるようにしていくことが重要と考える。 

定量的な目標に拘るばかり、成果指標ではなく活動指標で判断した

り、数値的に表すことができる一つの指標だけで取組全体の状況を判

断するようなミスリードが起こらないよう、プロセスを共有して進捗

を図る方が実態に即しているのではないか。 

 

 【提言】実現に向けた方向性 

   ①ＰＤＣＡサイクルによる評価の仕組みの見直しを！ 

   ②経常収支比率以外の適切な指標の検討を！ 
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７ 実現化方策 

 

 実現化方策１ 自治体における経営資源 

    自治体における経営資源はヒト、カネ、モノ、情報であるが、行財

政改革を推進する原動力はヒトである。 

ヒトは、これまでは主に市の職員を指していたが、市がフルセット

で行政サービスを担うことが難しくなっていく中で、市民や市内で活

動する団体、企業等を地域の資源と捉え、高度な協働により市民の福

祉の増進を図っていくことが今後重要となる。 

  

 実現化方策２ 人材育成の重要性 

    市民等との高度な協働を実現するには、市民等と行政を繋ぐネット

ワークハブ的な職員を育てる必要がある。 

このためには、職員の企画調整能力やコミュニケーション能力等を

磨く人材育成が重要となってくる。市の職員は真面目な職員が多く、

優秀であるが、経験を重ねれば重ねるほど元気を失っていくように感

じる。これは、何かをしようという職員が正当に評価されていないこ

とが原因の一つではないか。 

また、市民側にも責任の一端があるように感じる。市民も市の現状

をもっと理解し、何ができるのかを考え、行動することを目指さなけ

ればならない。 

 

 実現化方策３ 人材の流出防止とキャリアアップ 

    若手職員や女性職員の頑張りや活躍を応援する風土がある組織は

健全であり、正当な評価を受けた職員がキャリアアップすることで組

織力は高まる。 

しかし、小金井市では、管理職が議会対応などで疲弊する姿を目の

当たりにし、他自治体へ転職したり、キャリアアップを望まない若手

職員等が増えていると聞く。本来管理職は、予算を含めた経営資源を

一定の裁量で適切に配分することができ、そこに面白みがある。何か

企画を立てることに加えて、事業をマネジメントする楽しさがあるは
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ずである。その面白みを感じられない組織は、職員にとってやりがい

を感じにくい、魅力に欠ける組織となる。 

市の職員が小金井市に魅力を感じ、生き生きと働くことができる市

民の福祉の増進に直結すると言っても過言ではない。このことを踏ま

え、議会も市民も、職員を批判するばかりではなく、時には後ろから

応援する応援団のような存在になるべきである。 

 

 実現化方策４ 推進体制 

    行財政改革に本気で取り組むためには、戦略的に取組と予算と人事

を一体で考える必要がある。 

予算の段階から行財政改革としてやるべきことを決め、人材も重点

配置や適材適所な配置を行い、集中して取り組むことが実効性を高め

る上で極めて重要となる。 

 

 実現化方策５ 進行管理 

    行政の事業は、ＰＤＣＡサイクルで点検評価を行う例が多い。 

これは、年に１回、決算時期に大きな歯車を回すようなものであり、

直近の結果を翌年度に反映することが難しいという点で使い勝手が良

いとは言えない。 

それに比べ、より小さな歯車の回転数を上げ、よりこまめに評価を

行う方法もあり、新たな行財政改革では進行管理の方法についてアジ

ャイルな手法を導入することを強く要望する。 

 

【提言】実現に向けた方向性 

   ①新しい取組にチャレンジする職員を正当に評価し、モチベーション

のアップを！ 

   ②行財政改革の推進には予算と人事を一体で措置して実効性の向上

を！ 

   ③高度な協働の実現には、一括で受け付ける窓口担当部署の設置を！ 
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８ 重点取組以外の優先的取組 

  

 ⑴ 組織改正 

    組織改正は、時代の要請に合わせ効果的で効率的な行財政運営を行

う上で大変重要な取組である。 

本市は、新庁舎建設を控えているため、大規模な組織改正は庁舎の

竣工に合わせて検討することとして、小規模な組織改正を繰り返して

きた。この様な中、新庁舎竣工時期が不確定である状態を受け、今後

の組織改正の考え方について再検討し、考えを明らかにしていくべき

である。 

 

 ⑵ 補助金等の見直し 

    補助金の見直しはどの自治体でも必須の重要取組である。 

補助金総額の規模は大きく、定期的な見直しを行わなければ補助金

支出は増える一方で、更に既得権益化する恐れもある。補助金の見直

しは行政内部だけでは難しく、外部の委員会等で見直しを図る方法も

ある。  

また、財政援助団体への運営費補助は、団体自らの経営の範囲で行

うべきとの考えもある。補助金見直し方針の再考を含め、優先的に取

り組む必要がある。  

  

 ⑶ 債権管理 

    徴収困難となっている税収以外の公債権については、歳入の確保と

公平性確保の観点から、債権引継ぎにより確実に徴収する仕組みを構

築すべきである。 

新たな債権管理条例制定も視野に入れつつ、法に基づき段階的にで

も早急に取り組むことを要望する。 

 

 ⑷ 改善・改革運動「ＣｏＣｏからチャレンジ・こがねい」 

    改善改革運動は、職員自ら事業や事務の見直しに取り組む風土を育

む上で有効な取組である。 
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しかし、積極的に取り組んでいる部署に偏りがあり、まだまだ十分

に浸透しているとは言い難い。また、優秀な取組はその部署の好事例

として終わらせるのではなく、市の制度として正式に採用するなど、

展開を図るべきである。素晴らしい制度なので、もっと多くの職員が

積極的に取り組む運動へ成長を図って欲しい。 

 

 ⑸ 受益者負担の適正化 

    受益者負担の適正化については、公民館と上水運動公園の有料化が

進んでいない。  

公民館で登録社会教育団体が生活に即した社会教育事業を行う場合

に無料となるのは理解できるが、仮に限られた会員の趣味活動のため

に利用されているようなことがあれば、公民館にも集会施設と同様に

運営費用がかかっていることから、公平性や財政的な面から、利用目

的に応じて相応の受益者負担を導入すべきである。  

 

 【提言】実現に向けた方向性  

   ①補助金の見直しは、行政内部だけでは進みづらい。第三者委員会等

の設置も検討されたい。  

   ②受益者負担の適正化は特に遅れている。市民に説明を十分に行い、

公平性の確保に尽くされたい。  
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９ その他  

 

 ⑴ 市管理職の意識改革 

    行財政改革を推進するためには、職員が生き生きと働くことができ

る環境が必要であることを繰り返し述べてきた。また、管理職による

正当な評価や、管理職のやる気ある態度が、中堅以下の職員を活性化

するうえで重要であることも指摘してきた。 

管理職が議会対応で疲弊する姿を見て、キャリアアップに魅力を感

じない職員が増えているが、それでは小金井市に明るい未来はない。 

管理職は、厳しい業務の中でもやりがいを部下に伝え、がんばった

職員を正当に評価することで生き生きと働くことができる環境を築く

ことに尽力して欲しい。  

 

 ⑵ 三者一体の行財政改革（市民・市議会・行政） 

    行財政改革はそもそも痛みを伴うものである。これまでの行財政改

革でも行政は身を切る不断の努力をしてきた。また市民も、受益者負

担や補助金の見直しなど、市全体の利益のために負担を受け入れてき

た。そしてニューノーマル時代では、市民自身が、市民の福祉の増進

を直接担う覚悟も持つことが期待されている。 

そこで、市議会にも聖域なき行財政改革をお願いしたい。例えば議

員定数の削減は組織改革の一環と考える。国分寺市と人口割合で比較

すると、本市の議員は２人多い状態にある。議会費の割合も他市に比

べ高く、スリム化が必要と考える。また、小金井市議会は深夜に及ぶ

こともあり、職員の時間外勤務や光熱水費にも大いに関わることから、

効率化が望まれる。また、過度な資料要求や質問通告の遅れなどの指

摘もあり、そのような点にも配慮をお願いしたい。 

職員が市民の代表である議会を気にするのは当然のことであるが、

議会ばかりを意識して、市民を見る余裕がないのであれば本末転倒で

ある。市民福祉の増進に向けて、行政だけでなく、市議会も有効に機

能するよう、市議会の改革が進むことを望む。市民・市議会・行政が一

体となって今後の行財政運営のあり方を考えることを強く期待する。 
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おわりに 

 

 市民会議は、市長の私的諮問機関として、小金井市の新たな行財政改革を

策定するために市民目線で様々な議論を交わしてきた。この答申にまとめた

もの以外にも思いのままに議論を交わしてきたが、それはひとえに、小金井

市をより良いまちにしたいという想いからであり、行政には耳の痛いものも

あったであろう。 

 この答申の基本的な姿勢は、激動の時代を乗り越え、小金井市を「選ばれ

るまち、選び続けられるまち」とするために、その重要な役割を担う行政を

応援するというものである。 

 行財政改革２０２５は、これまでの行財政改革から新たなステージに踏み

出した意欲的な計画である。市は、市民会議の想いを受け止め、市民の福祉

の増進と最少の経費で最大の効果を発揮することに全力で取り組んでもら

いたい。市民も市議会も、そのための不断の協力をお願いしたい。明るい未

来に向け、全員がワクワクしながら困難な状況を乗り越えようではないか。 

 

 

                  小金井市行財政改革市民会議 

                        会長 大谷 基道 

                           黒崎 晋司 

                           松井 大平 

                           八木 尚子 

                           馬場 利明 

                           髙橋 良一 

                           中村 文亮 

                           浅野 由美 

                           中村 彰宏 

                           溝口 貞彦 
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小金井市ＤＸ推進全体方針の作成にあたり

新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済・社会の様相から人々の生活様式・価値観まで、大きく変容させてし

まいました。行政においても、非対面型の行政サービスやオンライン会議、テレワークをはじめとした柔軟な働き

方などの必要性に迫られ、その都度対応を重ねてきております。

一方、こうした動きは、コロナ禍が去ったあとも「新しい日常」として定着、あるいは加速していくことが見込

まれます。国においてはデジタル庁を創設するとともに、自治体に対してもＤＸの推進を求めており、小金井市と

しても、これまでの既成概念にとらわれず、デジタルの力を使いながら、時代に合わせて市民サービスや業務の進

め方を「変革」していく必要があります。

本方針に基づき、小金井市としてＤＸの取組を進め、市民サービスの利便性・快適性の向上や持続可能な自治体

サービスの提供に向け、市を挙げて取り組んでまいります。

1

小金井市長 西岡 真一郎

小金井市副市長（小金井市ＣＩＯ）
小澤 賢治



ＤＸ推進が求められる背景

地域における課題

〇デジタル・ガバメント実行計画

○デジタル庁発足

〇デジタル改革関連法

〇デジタル社会の実現に向けた重点計画

〇東京都デジタルサービス局発足

〇シン・トセイ加速化方針２０２２

ニーズの多様化・複雑化

〇多様性が当たり前の社会で、行政サービスもよりき
め細かい運用へ

〇ニーズの多様化・手続きの複雑化に伴い、市民と職
員ともに負担増

国・東京都の

デジタル化の動き

〇少子高齢化の進行

本市における年少人口、生産年齢人口は令和７年ま
で増加、その後は減少に転じる見込み。

〇情報格差（デジタルデバイド）

行政における課題

〇窓口申請を基本とした制度や手続きの見直し

〇デジタル技術の活用とセキュリティ対策の両立

〇書面・押印・対面の見直し

〇ペーパーレス化やオンライン会議の要請

2

さまざまな背景から、本市においてもＤＸの推進が求められます。



○ 政府において「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が決定され、目指すべきデジタル社会のビ

ジョンとして「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せ

が実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示された。このビジョンの実現のため

には、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村の役割は極めて重要である。

○自治体においては、まずは、

・自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させるとともに、

・デジタル技術やＡＩ等の活用により業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていく

ことが求められるとともに、ＤＸを推進するに当たっては、住民等とその意義を共有しながら進めていくこと

も重要となる。

○ さらには、データが価値創造の源泉であることについて認識を共有し、データの様式の統一化等を図りつつ、

多様な主体によるデータの円滑な流通を促進することによって、ＥＢＰＭ等により自らの行政の効率化・高度

化を図るとともに、多様な主体との連携により民間のデジタル・ビジネスなど新たな価値等が創出されること

が期待される。 ※令和４年９月２日総務省「自治体ＤＸ推進計画」抜粋

ＤＸ推進の意義

3

ＤＸを推進する意義については、国の自治体ＤＸ推進計画に以下のとおり示されています。



本方針は、市政運営の基本方針である第５次基本構想・前期基本計画を上位計画としています。

前期基本計画における行財政改革の方針として定められた小金井市行財政改革２０２５においては、目指

す将来像「スマート自治体への転換」「多様な主体による市民の福祉の増進」を実現するため、第一の柱と

して「自治体ＤＸの推進」を掲げています。社会情勢や国、東京都などの方針を踏まえつつ、業務改善を進

めることにより、限られた経営資源を最適化し、サービスの質の維持・向上につなげるため、デジタル技術

を活用しながら、トランスフォーメーション（変革）を遂行していくことは必須となります。

また、地方自治体の役割は、住民福祉の増進に努め、最少の経費で最大の効果を上げることと定められて

います。今後も人口減少や少子高齢化が進み、新型感染症の流行や、様々な災害発生時においても、行政

サービスの継続性を保持しながら、新たな時代の要請に柔軟に対応していけるよう、必要に応じてデジタル

技術を活用し、さらなる業務効率化を進めていく必要があります。

これらのことから、ＤＸ推進のビジョンや主な取組を記す本方針を策定し、ＤＸを推進していきます。

ＤＸ推進全体方針の位置付け

4



5

デジタル技術等の活用による庁内の業務効率化を強力にすすめる
とともに、デジタル技術やデータを活用して市民の利便性・快適性
を向上させるために、

〇デジタルによる新たなサービス

〇デジタルによる新たなつながり

〇デジタルによる新たな価値

を創出する、スマート自治体を目指します。

ＤＸ推進のビジョン

第５次小金井市基本構想・前期基本計画
「施策２９ 計画的な行財政運営」より



①市民目線でのサービスの質の向上
デジタルによる新たなサービス創出の視点

②デジタル技術を活用した業務効率化の推進
デジタルによる新たなつながり創出の視点

③ＤＸ推進の意識醸成とデジタル人材の育成
デジタルによる新たな価値創出の視点

ＤＸ推進の３本の柱

6

ビジョンの実現に向けた戦略として、以下の３つを柱とします。



来庁しなくてもよい市役所・来庁しても便利な市役所を目指します

市民目線でのサービスの質の向上

7

行政手続の
オンライン化推進

ＳＮＳ活用による
ポータルサイト

キャッシュレス
の推進

国で定めるオンライン化優先手続のほ
か、市民ニーズの高いものや、コストも
勘案し、合理性の高いものからオンライ
ン化を進めます。

ＳＮＳを活用したポータルサイトを構
築し、よくあるお問合せの多くはチャッ
トボットにより自動回答し、利用者の登
録属性に応じたプッシュ通知による情報
提供などを進めます。

利用の多い証明書発行手数料などから、
キャッシュレス決済を導入し、拡充を進
めます。

新たな
サービスの創出

マイナポータルなど様々な仕組
みを活用した手続オンライン化

ＳＮＳ活用によるポータルサイ
トの構築

キャッシュレス決済の拡大



業務効率化とともに庁内連携、市民協働、産官学民連携など新たなつながり作りを進めます

デジタル技術を活用した業務効率化の推進

自治体の情報システム
標準化・共通化

ＡＩ・ＲＰＡ
技術等の活用

リモート技術
の活用拡大

8

東京自治体クラウドに参加し、さらに
令和７年度までに住民情報システムの標
準化・共通化を遅滞なく円滑に対応し、
業務効率化やシステム諸経費の節減等を
推進します。

企画立案業務や市民対応に一層注力で
きるよう、業務フローの見直しや、Ａ
Ｉ・ＲＰＡ技術等のデジタル技術を活用
し、業務の効率化を進めます。

庁内ネットワークの最適化により、業
務ＰＣの無線化や、オンライン会議利用
を可能にし、庁内連携強化、オンライン
相談環境の導入、様々な市民協働、産官
学民連携などを進めます。

新たな
つながりの創出

東京自治体クラウド（立川市、三
鷹市、日野市）参加を経て、円滑
な標準化・共通化へ対応

ＡＩ・ＲＰＡなど、新たなデジ
タル技術の試行導入、活用推進

リモート技術を活用した更なる
業務効率化



ＤＸ推進の意識醸成とデジタル人材の育成

ＤＸ推進
の意識醸成

デジタル
人材の育成

サービスや業務に新たな価値を創出し、自治体ＤＸを推進します
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職員一人ひとりが自らＤＸを実践する
意識を醸成し、サービスデザイン思考に
よる業務の見直しを推進します。

デジタル技術活用のため、職員が研修
等を通じて、スキルアップできるよう、
様々な機会を設けます。あわせて、セ
キュリティリテラシーの一層の向上を図
ります。

庁内データの共有を促進し、政策立案
等へのデータの有効活用を進めます。ま
た、市民の利便性向上や民間活動の活性
化につながる、オープンデータを推進し
ます。

新たな
価値の創出

ＤＸ推進の意識醸成とサービスデ
ザイン思考による業務の見直し

デジタルスキルアップとセキュリ
ティリテラシーの向上

ＥＢＰＭ、オープンデータの
推進

庁内データの
有効活用



■これまでの取組
・東京自治体クラウドへの加入

（近隣３市（三鷹市、立川市、日野市）で共
通化された業務フローを吸収し、業務改善を進
めるため、３市が利用する住民情報システムの
共同利用へ４市目として加入）
・コロナ禍におけるテレワークの試行実施
・オンライン会議システムの導入

など

■目指す姿 業務効率化、デジタル技術やデータを活用して市
民の利便性・快適性を向上し、新たなサービス・新たなつなが
り・新たな価値を創出するスマート自治体への転換を通じて、
持続可能な行財政運営と市民の福祉を維持向上していく。

■中長期的対応
・デジタル技術やデータの活用促進
・デジタル人材の育成と確保
・アクションプランによる進捗管理

■短期的対応
・ＤＸ推進全体方針の策定
・ＤＸ推進体制の整備
・新たな強靭化ネットワークの構築
・東京自治体クラウドの利用開始

ＤＸ推進のシナリオ

10

２０２５年度

■継続して取組む課題
・ＤＸ推進の意識醸成 ・サービスデザイン思考の業務見直し
・ネットワーク等環境の最適化

意識の醸成、推進体制構築

推進に向けた取組開始
庁内ネットワーク環境の最適化



副本部長
企画財政部長

本部員
ＣＩＯ以外の副市長、教育長、各部長職者

・情報政策の基本的な方針の決定
・各部署における業務課題の共有
・デジタル技術の適用範囲等の相互調整
・情報化推進施策の進行管理

推進方法の共有
スケジュールの共有

進捗報告

ＣＩＯ（本部長）
企画財政部担任副市長 ＤＸ推進本部

事務局：自治体DX推進担当課長

検討部会
自治体ＤＸ推進担当課長、

各関係課長等

・推進に向けた取組の検討

【取組の伴走・支援】
自治体ＤＸ推進担当

アクションプラン
推進体制

ＤＸ推進の体制

11

ＤＸを推進するため、市長の政策意思のもと、副市長を最高情報統括責任者（ＣＩＯ）とする組織を整備しました。
個々の取組は事業主管課を伴走・支援するアクションプラン推進体制としつつ、検討部会において課題検討・進捗

確認し、ＤＸ推進本部へ報告します。また、特に重要な事項はＤＸ推進本部にて協議し、推進していきます。取組の
進捗確認は、本方針と別に、毎年度アクションプランを作成します。

【取組の技術的支援】
情報システム課

【取組の推進】
事業主管課

（ＤＸリーダー）



ＤＸ推進の取組方法
本方針と別に作成するアクショ

ンプランについては、３年間分の
取組を基本として、毎年度作成し
ます。

柔軟な修正と実行が可能となる
よう、アクションプランシートを
活用して進捗を可視化します。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

全体方針

アクション
プラン

国の方針や必要に応じて適宜見直し・改訂

毎年度作成し、前年・当該年・翌年の取組を記載
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【アクションプランシート（案）】

ＤＸ推進の柱　※該当する柱を記載

取組名称

担当課　

関係課　

計画期間

アウトプット アウトカム

アクティビティ：Ｒ３実績 Ｒ４取組・実績 Ｒ５予定する取組・実績

    事業概要

アウトカム（実現後の効果）

アウトプット（実現すること）

を見据えた３年間の取組（アクティビティ）



取組名 概要
国の重点
取組事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和７年度までのアクション

マイナン
バーカード
の普及促進

マイナンバーカード交付円滑化
計画に基づき、引き続き普及を
促進する。

〇 ・１００％の交付に向けた普及
拡大の継続

自治体の行
政手続のオ
ンライン化

国のオンライン化優先事業（市
は２７事業）、その他の事業の
オンライン化を推進する。

〇
・残りの優先１９事業の実施
・優先手続以外に必要性の高い
事業の７０％以上に導入

新たな情報
の発信・提
供手法構築

社会基盤となりつつあるＳＮＳ
を活用した新たな情報提供を推
進する。

・ＳＮＳを活用したポータルサ
イトの導入

市民のデジ
タル環境向
上への寄与
（デジタル
デバイド対
策）

幅広い層の市民向けスマホ・パ
ソコン教室、相談室等を実施す
る。

・公民館主催事業「パソコン相
談室」、「ＩＴサポーター」の
活用継続
・公共施設のWifi環境拡充検討

高齢者を対象とするスマート
フォン講座を開催する。

・定期的な講座の実施

オンライン
相談環境の
構築

オンラインによる相談や面談可
能な環境を拡充する。

・対応可能な事業で、希望者へ
のオンライン対応導入開始

キャッシュ
レス決済の
推進

キャッシュレス決済の拡大
・証明書発行窓口等のキャッ
シュレス化の実施

産官学民連
携の推進

研究施設、大学、企業、ＮＰ
Ｏ等と連携を強化する。

・継続して推進

庁内におけ
るＢＰＲの
促進

業務フローの見直しによる業務
改善を実施する。 〇

・東京自治体クラウド共通業務
フロー実装による窓口業務の効
率化
・新たな強靭化モデルの実装に
よる業務改善

対象課ヒア・
試行 オンライン化拡充

教室・相談室の活用継続

講座の開催継続

活用範囲の検討・拡大

市民課窓口の活用継続

導入範囲の検討、導入

ＤＸ推進の主な取組項目
以下の取組項目のうち、具体的な事業を伴うものの詳細は、アクションプランに記載し推進します。アク

ションプランは、毎年更新し、柔軟に見直し、取組みに反映していきます。
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オンライン妊婦面談の活用継続

導入検討 試行導入 活用範囲の検討・拡大

引き続き交付を継続
国の交付
目標年限

優先27事業

手続調査
・対象抽出

柱

①

市
民
目
線
で
の
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上

②

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用

し
た
業
務
効
率
化
の
推
進

ＢＰＲ研修

対応可能な事業からフロー作成、業務改善検討と実施

連携強化に向けた協議・推進を継続



取組名 概要
国の重点
取組事項

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和７年度までのアクション

自治体の住
民情報シス
テムの標準
化・共通化

東京自治体クラウドの加入により、
国の標準仕様準拠システムに円滑
に移行する。

〇
・令和５年度中の東京自治体クラ
ウド加入
・令和７年度までに標準化・共通
化対応

自治体のＡ
Ｉ・ＲＰＡ
の利用促進

業務フローの見直しを踏まえ、Ａ
Ｉ・ＲＰＡの導入・活用を促進す
る。

〇
・コロナワクチン接種事業での活
用
・活用事業の選定、試行導入
・成功事例の共有による導入拡大

庁内ネット
ワークの最
適化

新たな強靭化モデルへの移行を契
機に、業務効率化、ペーパーレス
化、オンライン会議等を促進する。

・庁内ＬＡＮの無線化による業務
効率化、ペーパレス化促進
・庁内会議へのオンライン会議導
入促進

テレワーク
の推進

テレワークを含む多様な働き方に
よるワークライフバランス向上を
図る。

〇 ・試行実施の継続
・本格実施に向けた検討

ＤＸ意識の
醸成、デジ
タル人材の
育成

ＤＸを実践する意識を継続して醸
成するとともに、デジタルスキル
の向上を図る。

・外部研修の継続的な活用
・オンラインも活用した内部研修
の実施

セキュリ
ティ対策の
徹底

セキュリティ対策を実装した基盤
整備、情報リテラシー向上対策を
実施する。

〇
・新たな強靭化モデルの実装
・外部監査の実施
・内部研修による職員の情報リテ
ラシーの向上

オープン
データの推
進

推奨データセットでの公開を促進
しつつ、利用者ニーズの高いデー
タについて拡充する。

・オープンデータ推奨データセッ
ト基本編の公開
・ＨＰ掲載データの７０％公開

教育現場の
ＤＸ推進

ＧＩＧＡスクール環境の拡大、校
務事務の効率化など、効果の最大
化を図る。

・社会教育施設におけるＧＩＧＡ
スクール端末活用の推進
・校務事務の効率化の検討・推進

東京自治体クラウド加入準備

標準化・共通化移行準備

各課ヒアリング・対象事業の選定 対応可能な事業から試行・導入を推進

ネットワーク更新準備
庁内ＬＡＮの無線化実装

試行実施の継続・本格実施に向けた検討

研修、啓発を継続

外部監査の実施

デジタルリテラシー、デジタル技術活用に関する研修等の実施

ＧＩＧＡスクール端末の更なる活用検討

校務事務の効率化の検討・推進

東京自治体クラウド共同利用

※国の重点取組事項は、自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画（総務省 令和４年９月２日）より参照
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健康課
による活用

庁内会議へのオンライン会議導入促進

柱

②

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用

し
た
業
務
効
率
化
の
推
進

③

Ｄ
Ｘ
推
進
の
意
識
醸
成
と

デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成

④

そ
の
他

市ＨＰ掲載情報から、順次公開を推進



小金井市職員のＤＸ推進５か条

〇市民目線で取り組もう

市民から見て使いやすい、市民ニーズに合ったサービスとなるよう、組織に捉われない連携意識をもって、業務改善やサービス向上に取り組

もう

〇小さなことから取り組もう

日常業務を行う中での気付き「この仕事、もっと良いやり方があるんじゃないか」を大切にし、小さな業務改善やデジタル化から取り組もう

〇先を見て取り組もう

「今問題なくできているからいい」「今は忙しいからできない」ではなく、「将来仕事をやりやすくするため」、今から業務の見直し、デジ

タル技術の導入に取り組もう

〇常に見直し、チャレンジし続けよう

前例にとらわれず、失敗を恐れず、新たな価値やサービスの創造を目指して継続的に業務改善やデジタル化に取り組もう

〇アンテナと想像力を広げよう

日ごろから、身の回りにあふれるデジタル技術について、「これを市の業務に使えないか・使ったらどうなるだろう」と考えるなど、想像力

を持って取り組もう

ＣＩＯ 小澤 賢治
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【2020年改定版】デジタル・ガバメント実行計画の概要

 デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～
 デジタル庁設置を見据えた「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を踏まえ、国・地方デジタル化指針を盛り込む等デジタル・ガバメントの取組を加速

サービスデザイン・業務改革（BPR）の徹底

行政手続のデジタル化、ワンストップサービス推進等

 書面・押印・対面の見直しに伴い、行政手続のオンライン化を推進
 登記事項証明書（情報連携開始済）、戸籍（令和5年度以降）等について、
行政機関間の情報連携により、順次、各手続における添付書類の省略を実現

 子育て、介護、引越し、死亡・相続、企業が行う従業員の社会保険・税及び法
人設立に関する手続についてワンストップサービスを推進

 法人デジタルプラットフォームの機能拡充による法人等の手続の利便性向上

デジタル・ガバメント実現のための基盤の整備（上記指針以外）

 政府全体で共通利用するシステム、基盤、機能等（デジタルインフラ）の整備
 クラウドサービスの利用の検討の徹底、セキュリティ評価制度（ISMAP）の推進
 情報セキュリティ対策の徹底・個人情報の保護、業務継続性の確保
 新たなデータ戦略に基づき、ベースレジストリ（法人、土地等に関する基本デー
タ）の整備、プラットフォームとしての行政の構築、行政保有データのオープン化の
強化等を推進

 デジタル庁の設置も見据え、全ての政府情報システムについて、予算要求前から
執行までの各段階における一元的なプロジェクト管理を強化

 政府情報システムの効率化、高度化等のため、情報システム関係予算の一括計
上の対象範囲を拡大（全システム関係予算のデジタル庁一括計上を検討）

 機動的・効率的・効果的なシステム整備のため、契約締結前に複数事業者と提
案内容について技術的対話を可能とする新たな調達・契約方法の試行

 政府情報システムの運用等経費、整備経費のうちシステム改修に係る経費を令
和７年度までに３割削減を目指す（令和2年度比）

 外部の高度専門人材活用の仕組み、公務員試験によるIT人材採用の仕組み
を早期に導入

一元的なプロジェクト管理の強化等

地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進

デジタルデバイド対策・広報等の実施

 身近なところで相談を受けるデジタル活用支援員の仕組みを本格的に実施
 SNS・動画等による分かりやすい広報・国民参加型イベントの実施

※本計画は、デジタル手続法に基づく情報システム整備計画として位置付けることとする。

 自治体の業務システムの標準化・共通化を加速（国が財源面を含め支援）
 マイナポータルの活用等により地方公共団体の行政手続（条例・規則に基づく行
政手続を含む）のオンライン化を推進

 「自治体DX推進計画」に基づき自治体の取組を支援
 クラウドサービスの利用、AI・RPA等による業務効率化を推進
 「地域情報化アドバイザー」の活用等によるデジタル人材の確保・育成

国・地方デジタル化指針

 利用者のニーズから出発する、エンドツーエンドで考える等のサービス設計12箇条
に基づく、「すぐ使えて」、「簡単」で、「便利」な行政サービス

 利用者にとって、行政のあらゆるサービスが最初から最後までデジタルで完結される
行政サービスの100％デジタル化の実現

 業務改革（BPR）を徹底し、利用者の違いや現場業務の詳細まで把握・分析

「マイナンバー制度及び国と地方のデジタル基盤抜本改善ワーキンググループ報告（工
程表含む）」に基づき推進
 国・地方の情報システムの共通基盤となる「(仮称)Gov-Cloud」の仕組みの整備
 ワンス・オンリー実現のための社会保障・税・災害の３分野以外における情報連携や
プッシュ通知の検討、情報連携に係るアーキテクチャの抜本的見直し

 国・地方のネットワーク構造の抜本的見直し（高速・安価・大容量に）
 自治体の業務システムの標準化・共通化・「(仮称)Gov-Cloud」活用
 強力な司令塔となるデジタル庁設置、J-LISを国・地方が共同で管理する法人へ転換
 公金受取口座を登録する仕組み、預貯金付番を円滑に進める仕組みの創設
 マイナンバーカード機能をスマートフォンに搭載、電子証明書の暗証番号の再設定等を
郵便局においても可能に、未取得者への二次元コード付きカード交付申請書の送付、
各種カードとの一体化（運転免許証、在留カード、各種の国家資格等）

 マイナポータルのUX・UI改善（全自治体接続等）、情報ハブ機能の強化
 個人情報保護法制の見直し（法律等の一元化、民間事業者等の負担軽減）
 戸籍における読み仮名の法制化（カードへのローマ字表記､システム処理の迅速化）

※政府ＣＩＯポータルより参考資料
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参考資料 ※デジタル庁資料「デジタル社会の実現に向けた重点計画について」より



参考資料 ※総務省ＨＰより
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自治体DX推進計画における組織体制

２．自治体におけるDXの推進体制の構築

(1)組織体制の整備

限られた予算の中、組織の壁を越えて、全体最適化の見地から自治体の情報システムの標準化・共通化等のDXを推進するた

めには、効果的な推進体制の構築が不可欠である。

今回の自治体DXの取組みは、極めて多くの業務に関係する取組みを短期間で行おうとするものであることから、以下の役割を

参考として、全庁的・横断的な推進体制とする必要がある。具体的な取組みに先んじて、速やかに体制整備に着手することが

望まれる。

［首長］

DXの推進に当たっては、仕事の仕方、組織・人事の仕組み、組織文化・風土そのものの変革も必要となる中、首長自らがこ

れらの変革に強いコミットメントを持って取り組む。

［CIO］

首長の理解とリーダーシップの下、最高情報統括責任者（CIO：Chief Information Officer）を中心とする全庁的なDX推進体

制を整備する。CIOは、言わば庁内マネジメントの中核であり、庁内全般を把握するとともに部局間の調整に力を発揮すること

ができるよう、副市長等であることが望ましい。
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「ＤＸ推進に係る組織体制について（総務省 令和３年２月）」より

参考資料
ＤＸ推進に係る各部署の役割



［CIO補佐官等］

CIOを補佐する体制を強化するため、CIO補佐官等の任用などの取組みを進める。また、CIOのマネジメントを専門的

知見から補佐するCIO補佐官等については、外部専門人材の活用を積極的に検討する。

［情報政策担当部門］

情報政策担当部門は、団体の保有する情報資産や情報関係予算を一元的に把握し、重複投資の排除や情報システム

の全体最適化に役立てる。

［行政改革・法令・人事・財政担当部門］

行政改革・法令・人事・財政担当部門は、自治体DXの必要性を十分に認識し、管理部門として、CIO・情報政策担

当部門と連携強化を図りつつ、自らDXを推進していく役割を果たす。

［業務担当部門（特に窓口担当部門）］

自治体のデジタル化は、業務改革の契機であることを踏まえ、今後５年間のDXの取組みを通じてどのように業務を

変えていくのかという観点から、主体性を持ってDX推進に参画する。
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参考資料

「ＤＸ推進に係る組織体制について（総務省 令和３年２月）」より

ＤＸ推進に係る各部署の役割
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用語 定義

あ アウトカム ある物事を行った後に生じた現象、状況、物象のこと。本方針では、取組により、目的が実現した際の効果を指す。

アウトプット 生み出すことや発信することのこと。本方針では、取組による成果を指す。

アクションプラン 行動計画のこと。本方針のおいては、ＤＸ推進にむけた具体的な取組の実行計画を指す。

アクティビティ 活動のこと。本方針では具体的な取組を指す。

RPA
Robotic Process Automation（ロボティック・プロセス・オートメーション）の略
人間のみが対応可能とされていた作業、もしくは単純な作業を、代行・代替するプログラムのこと。

い EBPM
Evidence-based policy making（エビデンス・ベースド・ポリシー・メーキング）の略
政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化した上で、合理的根拠に基づくものと
すること。

え AI
Artificial Intelligence（アーティフィシャル・インテリジェンス）の略
言葉の理解や推論、問題解決などの知的行動を人間に代わってコンピューターに行わせる技術のこと。

SNS
Ｗｅｂ環境において、社会的ネットワークを構築可能にするサービスのこと。
※ＬＩＮＥ、ＦＡＣＥＢＯＯＫ、ｉｎｓｔａｇｒａｍ、Ｔｗｉｔｔｅｒなど

NPO
nonprofit organization（ノンプロフィット オーガニゼーション）の略。
民間の、営利を目的とせず社会的活動を行う団体のこと。

お オープンデータ 機械判読に適したデータ形式で、二次利用が可能な利用ルールで公開されたデータのこと。

オープンデータ
推奨データセット

デジタル庁により、データの公開とその利活用を促進することを目的とし、公開を推奨するデータとその作成にあ
たり準拠すべきルールやフォーマットを取りまとめたもの。

オンライン会議
通信技術を活用し、パソコンやスマートフォンといった機器を利用して、別拠点とつなぎ、両者がリアルタイムで
会議や打合せなどを行える仕組みのこと。本市では「Web会議システム利用ガイドライン」を策定している。

用語解説
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用語 定義

き ＧＩＧＡスクール
多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、一人ひとりに公正に個別最適化され、資質・能力を確実の育成でき
る教育ＩＣＴ環境のこと。

キャッシュレス決済 現金を使わずに支払いを済ませる方法のこと。

業務フロー 現場で行っている業務のプロセスのこと

さ
サービスデザイン思
考

サービスの現状における課題を、利用者の視点で設計（デザイン）する意識

し
自治体の情報システ
ム標準化・共通化

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づき、地方公共団体の住民情報システムにおける機能等につ
いて基準や標準的な仕様を策定し、令和７年度末までに国が設置する政府クラウドへ移行すること。

シン・トセイ加速化
方針

東京都政の政策イノベーションを起こすための具体的な方針。

す スマート自治体
ＡＩやＲＰＡ技術を駆使して定型的な業務を自動化したり、共通基盤を用いて効率的にサービスを提供したりする
ことを可能とした自治体の在り方。

せ
セキュリティリテラ
シー

セキュリティに関する正しい知識の習得と適切に活用できる能力のこと。

ち チャットボット
チャットとボット（一定の処理を自動的に行うプログラム）を組み合わせた言葉で、自動的に会話を行うプログラ
ムのこと。

庁内ネットワーク 庁内において、業務システムを利用する目的で整備する基盤や回線のこと。

て デジタル改革関連法
国が、デジタル社会形成基本法、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律、デジタル庁設置
法など、国がデジタル化の推進にむけて公布した法のこと。

デジタル社会の実現
に向けた改革の基本
方針

国が、デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる
社会～誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化～の実現に向けたデジタル社会形成の基本原則を示した方針
のこと。

デジタル社会の実現
に向けた重点計画

国が、目指すべきデジタル社会の実現に向けて、政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策を明記し、各府省庁が構
造改革や個別の施策に取り組み、それを世界に発信するための羅針盤となるもの。
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用語 定義

て デジタルスキル
データを扱うスキルのこと。本方針においては、さまざまな課題に対し、デジタル技術やデータを活用する技能を
さす。

デジタル庁 デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することを目的として令和３年９月１日発足。

デジタルガバメント
実行計画

国が、平成３０年１月に初版を策定した、「デジタルファースト」行政手続をデジタルのみで完結させるという方
針、「ワンスオンリー」申請者が情報の提出を一度ですませられるようにするという方針、「コネクテッド・ワン
ストップ」複数の行政機関などにまたがる手続も一度の申請で完了できるようにするという方針を前提とするデジ
タル行政の実現を目指す計画。

デジタルリテラシー 最新のデジタル技術を業務に活かす能力のこと。

デジタルデバイド
一般的に、情報通信技術（ＩＴ）（特にインターネット）の恩恵を受けることのできる人とできない人の間に生じ
る格差のこと。「情報格差」と訳されることが多い。

テレワーク
ＩＣＴを活用した、時間や場所を有効に活用した柔軟な働き方のこと。在宅勤務、出先でのモバイル勤務、本拠地
以外の施設で働くサテライトオフィス勤務がある。

と 東京自治体クラウド
業務標準化とシステム運用コストの削減を目的として、立川市、三鷹市、日野市の三市が共同利用することを前提
に開発された住民情報システムのこと。

東京都デジタルサー
ビス局

デジタルの力を活用したトセイのＱＯＳ向上や、デジタルガバメント・都庁の実現に向けて、令和３年４月１日に
発足。

ひ BPR
Business Process Re-engineering（ビジネス プロセス リエンジニアリング）の略。
業務や組織の根本的な見直しを行う取組のこと。

ほ ポータルサイト インターネットの入り口や玄関口に相当するウェブサイトのこと。

ま マイナポータル
国が構築した、子育てや介護などの行政手続のオンライン窓口のこと。その他、行政機関等が保有する住民情報の
利用状況を住民自身確認できる機能、行政機関等からのお知らせ通知の送信サービスを提供する機能を有する。

り リモート技術 離れた場所にある人や機器などが、通信回線やネットワークなどを通じて、結ばれる技術のこと。



 

資料１ 

小金井市行財政改革審議会（第１回）              令和５年１月１７日  

 

令和４年３月28日条例第２号 

小金井市行財政改革審議会条例 

（設置） 

第１条 小金井市の行財政改革の推進について調査審議するため、地方自治法（昭和22年法

律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき、小金井市行財政改革審議会（以下「審議

会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、行財政改革の推進に関する重要事項について、市長の諮問に応じ調査審

議し、その結果を答申するほか、当該事項について市長に建議することができる。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 前項の委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 ４人以内 

(２) 市内の地域団体及びその他の団体の代表 ３人以内 

(３) 公募による市民 ３人以内 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、原則として連続して３期を超え

てはならない。 

２ 委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長等） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の半数以上の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、出席を求めて意見もしく

は説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（分科会） 

第７条 審議会に、特定の事項を調査審議させるため、必要に応じて分科会を置くことがで

きる。 

２ 分科会に属すべき委員は、審議会の意見に基づき、委員のうちから会長が指名する。 

３ 分科会に分科会長を置き、分科会の委員の互選によって定める。 

４ 分科会長は、会務を総理し、分科会の経過及び結果を審議会に報告する。 

（会議の公開） 

第８条 審議会の会議は、公開する。ただし、公開することが審議会の適正な運営に支障が

あると認められるときは、審議会に諮って非公開とすることができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、市長が定める部課において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 



資料２

小金井市行財政改革審議会（第１回）

第１期小金井市行財政改革審議会委員名簿

氏名 選出区分

1 大谷　基道 学識

2 黒崎　晋司 学識

3 髙橋　良一 学識

4 横須賀　周平 学識

5 是枝　嗣人 商工

6 佐島　規 教育

7 八木　尚子 福祉

8 中村　彰宏 一般公募

9 深澤　良彦 一般公募

10 矢向　潤 一般公募

※　敬省略

※　順番及び席次については会長、副会長互選までの暫定となります。

令和5年1月17日
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資料３  

小金井市行財政改革審議会（第１回）       令和５年１月１７日  

 

 

本市の経営状況と行財政改革の概略  

 

１ 行政経営とは  

行政経営とは、行政の運営に民間の経営手法を取り入れ、「市民の福

祉の増進」という「成果」に重点を置いた行政活動を行うことです。  

行政経営担当では、市民の福祉の増進を図るために必要な経営資源の

確保や適正配分等を目的とした経営戦略をたて、これを推進しています。 

なお、組織規則における行政経営担当の所掌は以下のとおりです。  

⑴ 行財政改革に関すること 

⑵ 行政評価に関すること 

⑶ 行政組織及び権限に関すること 

⑷ 事務改善に関すること 

 

２ 行財政改革とは  

    地方自治体の役割は、「市民の福祉の増進に努め、最少の経費で最大

の効果を挙げること」と地方自治法に定められています。行財政改革は

これを実現するための経営戦略の一つで、時代に即した行政需要に的確

に対応し、制度や組織、運営の在り方を見直し、行財政運営の適正化・

効率化を図るものです。  

 

３ 本市の行財政改革の歩み  

   本市では、昭和５０年代に、決算における人件費の占める割合（人件

費比率）が４０％を超え、全国１７００以上ある地方自治体の中で、７

年連続、都合８回、ワーストワンとなりました。当時、多摩２６市では

一斉に駅前再開発などのまちづくりが始まっていましたが、本市では、

まちづくりのための財源を生み出すことができず、中央線沿線市で唯一、

駅前再開発に着手できないまちとなりました。また、その後も、職員退

職金の財源が確保できず、全国で初めて借金（退職手当債）により退職



2 

 

金を支払うなど、市の財政状況は悪化が続きました。その結果、市の財

政状況を判断する代表的な指標である経常収支比率も、平成８年度・９

年度に全国ワーストワンとなってしまいました。  

   このため本市では、平成９年度に初めて行財政改革大綱を策定し、財

政再建に本腰を入れて取り組みました。特に人件費の削減は急務であり、

あらゆる手法で職員数の削減に取り組みました。その結果、人件費比率

はようやく他市並みとなり、まちづくりに着手できたことで、人口も税

収も今なお微増傾向が続いています。  

   しかし、本市は市域に大きな都立公園や大学等が複数存在する、都内

有数の緑が豊かな住宅都市であるが故に、その分、市の歳入として法人

税や固定資産税を増やすことが難しく、ほぼ個人市民税に頼らなければ

ならない財政構造にあります。このため、人口減少社会の影響は特に大

きいと考えられ、将来の税収減等に対しいち早く備える必要があります。 

     

４ 行財政改革２０２５について  

    令和４年８月、本市では行財政改革審議会の前身である行財政改革市

民会議と協議を重ね、行財政改革２０２５を策定しました。前述の通り

本市の行財政改革は、緊急の財政再建から始まり、世界的な不況や大震

災の影響等を受けながら、とにかく無駄を省く整理・削減型の行財政改

革を進めてきました。総務省では、集中改革プランにより地方公共団体

の職員数は底をついたとしておりますが、本市においても、職員数は都

内類似団体平均を大きく下回っており、整理・削減は一通り進んだもの

と認識しています。  

一方で、国や都からの権限移譲への対応や、自然災害や未知のウイル

スへの対応など、地方自治体の役割は年々増え続けています。このよう

な状況で今後、更に税収や職員数の自然減が進めば、市民の福祉は増進

どころか、維持することも難しくなってしまいます。  

このような状況と時代背景を十分に勘案しつつ、引き続き市民の福祉

の増進を図り続けるためには、これまで通りの市の組織や運営形態では

通用しないとの考えから、全く新しい視点で策定した経営戦略が行財政

改革２０２５となります。  

   このため、行財政改革２０２５では削減ありきの行財政改革とせず、
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市の制度や組織、運営の在り方そのものを大胆に見直すことに重点を置

いた行財政改革としています。制度や組織等を、デジタル化や機械化な

どを通じて変革する自治体ＤＸの推進、制度や組織等を、委託化などに

よる役割分担の見直しを通じて変革する公民連携・アウトソーシングの

推進、制度や組織等を、公共施設の在り方の見直しを通じて変革する公

共施設マネジメントの推進、これら３つの取り組みを行財政改革の柱と

して据え、重点的に取り組むこととしました。  

   今後、行財政改革審議会では、この重点取組を中心に行財政改革２０

２５の進捗状況等を報告させていただき、御意見やご提案等をいただき

たいと考えています。  



 

資料４ 

小金井市行財政改革審議会（第１回）             令和５年１月１７日 

 

 

小金井市行財政改革審議会の運営等について（案） 

 

１ 行財政改革審議会の所掌等 

  行財政改革審議会は、行財政改革の推進に関する重要事項について、市長の諮問に応

じ調査審議し、その結果を答申するほか、当該事項について市長に建議することができ

る。（条例第２条） 

  審議会では、行財政改革の推進に係る協議事項や報告事項として市から通常提案され

る内容等について審議し、意見等を述べると共に、行財政改革の計画策定等の重要事項

について、市長の諮問に応じ調査審議、答申する。 

  なお、市には市長や部長職で構成する行財政再建推進本部という庁内組織があり、行

財政改革審議会の意見や答申等を踏まえ、行財政改革の方向性等を決定している。 

 

２ 会議録作成の基本方針等 

 ⑴ 市民参加条例施行規則第５条の規定により、①全文記録、②発言者の発言内容ごと

の要点記録、③会議内容の要点記録の作成方法のうち、②発言者の発言内容ごとの要

点記録とする。 

 

 ⑵ 会議録は録音記録によりに事務局が作成し、校正は各委員に配布し発言部分につい

て確認していただき、原則として会長が確定し公開する。 

 

 ⑶ 万一、発言内容に訂正がある場合は、次回以降の会議で発言することにより行う。 

 

 ⑷ 会議録はホームページに掲載し、情報公開コーナー（第二庁舎６階）等に据え置き

公開する。ただし、会議を非公開とした場合は市民参加条例施行規則第４条の規定に

よる。 

 

 ⑸ 発言者の正確な把握のため、会議での発言は会長が指名後、名前を発言してから行

う。（例「○○です。○○○については、・・・」） 

 

３ 会議の公開 

  小金井市行財政改革審議会条例第８条の規定のとおりとする。 

 

４ 会議の傍聴 

  小金井市附属機関等の会議に関する傍聴要領のとおりとする。 

 

５ 「意見・提案シート」について 

 ⑴ 「意見・提案シート」を設置する。 

 ⑵ 設置する場合、必ず記名を求め、正式資料として公開の対象とする。無記名であっ

た場合は参考資料として委員のみに配布する。提出された「意見・提案シート」は、



 
原文のまま配布する。ただし、公序良俗に反する内容や個人情報に関する内容等の場

合、配布しない。一部がそのような場合は墨塗りして配布する。提案内容について、

委員から審議に取り上げたいと申し出があった場合、審議の時間を設ける。 

 

 ⑶ 「意見・提案シート」が、会議開催日の１週間前の午後５時までに提出されたもの

は（氏名、提出日を記載していただく。）、次回審議会で配付するものとする。 

 

 



 
小金井市行財政改革審議会 
 
 

意見・提案シート 
 

◆行財政改革審議会への検討内容についてご意見・ご提案がありましたら、以下にご記入

の上、企画政策課（行政経営担当）にご提出ください。次回開催の１週間前に届いたも

のは、会議で資料として配付します。 

  

                                        

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                           

 

                                          

 

 

提出日    年   月   日  

氏 名               

（送付先） 

 小金井市企画財政部企画政策課（行政経営担当） 

 〒１８４－８５０４ 小金井市本町６－６－３  連絡先：０４２－３８７－９８２６ 

FAX：０４２－３８７－１２２４  E-mail：s010103＠koganei-shi.jp 

 

※原文のまま配付しますので、氏名についても公開

の対象となります。 

※公序良俗に反する内容や個人情報に関する内容等

の場合、配布しません。 
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資料５ 

小金井市行財政改革審議会（第１回）            令和５年１月１７日 

 

 

   小金井市市民参加条例（平成１５年条例第２７号）（抜粋） 

 

（市の会議の公開） 

第６条 市の会議は、原則として公開する。 

２ 公開の例外として認められる非公開の会議は、その理由を明らかにしなければな

らない。 

３ 非公開の会議の記録のうち、非公開とするものは、特に秘密を要すると認められ

るものに限る。 

（情報公開手段の拡充） 

第７条 市は、市民との情報の共有を図るため、次に掲げる事項に配慮し、努力しな

ければならない。 

 ⑴ 会議録の公開 

 ⑵ 広報紙等の拡充 

 ⑶ 情報公開施設の拡充 

 ⑷ 通信等情報伝達手段の充実 

 

   小金井市市民参加条例施行規則（平成１６年規則第６号）（抜粋） 

 

（市の会議） 

第２条 条例第６条第１項に規定する市の会議とは、条例第２条第３号に規定する附

属機関等の会議をいう。 

（非公開の会議） 

第３条 条例第６条第２項に規定する非公開の会議とは、小金井市情報公開条例（平

成１４年条例第３１号。以下「情報公開条例」という。）第５条各号に規定する内

容を議題とする会議等をいう。 

（会議録等の非公開） 

第４条 条例第６条第３項に規定する非公開の会議の記録のうち、特に秘密を要する

と認められ非公開とするものは、情報公開条例第５条各号に規定する内容を議題と

する会議等の記録をいう。 

（会議録作成の基本方針） 

第５条 条例第７条第１号の会議録は、あらかじめ関係附属機関等に諮った上、次に

掲げる会議録の作成方法の中から、会議内容等に応じ適切な方法を選択するものと

する。 

 ⑴ 全文記録 

 ⑵ 発言者の発言内容ごとの要点記録 

 ⑶ 会議内容の要点記録 

（会議録の記載事項） 

第６条 会議録（様式）には、原則として次の事項を記載するものとする。ただし、

規則、規程、細則、要綱、要領、規約等で設置根拠が定められている会議等の会議

録については、第１１号に定める発言内容の記載は、主な発言要旨等の記載とする

ことができる。 
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 ⑴ 会議の名称（附属機関等名） 

 ⑵ 事務局（担当課） 

 ⑶ 開催日時 

 ⑷ 開催場所 

 ⑸ 出席者 

 ⑹ 傍聴の可否 

 ⑺ 傍聴者数 

 ⑻ 傍聴不可・一部不可の場合は、その理由 

 ⑼ 会議次第 

 ⑽ 会議結果 

 ⑾ 発言内容・発言者名 

 ⑿ 提出資料 

 ⒀ その他必要な事項 

２ 前項の規定にかかわらず、率直な意見の交換や意思決定の中立性の確保のために

必要なときは、発言者名の記載を省略することができる。この場合において、発言

者名の記載の省略の可否は、当該附属機関等の出席委員の過半数をもって決するも

のとする。 

（会議録の公開の方法） 

第７条 条例第７条第１号の会議録の公開は、情報公開コーナーに据え置く等の方法

によるものとする。 
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資料６  

小金井市行財政改革審議会（第１回）        令和５年１月１７日 

 

   小金井市附属機関等の会議に関する傍聴要領 

平成１６年４月１日制定 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第３号の規定に基づき法律もしくは条例の定めるところにより設置され

る附属機関又は市長の定める他の審査、諮問、調査等のために設置される

機関（以下「附属機関等」という。）の会議の傍聴について、必要な事項を

定めるものとする。 

（傍聴席の確保） 

第２条 附属機関等の長は、会議を開催しようとするときは、傍聴席が確保

できるよう努めなければならない。ただし、会議会場の広さ等により傍聴

席の確保が困難な場合は、この限りでない。 

（傍聴人の数） 

第３条 附属機関等の会議の傍聴人の数は、会議会場の広さ等を考慮し、附

属機関等の長が決めるものとする。 

（傍聴人の手続及び決定） 

第４条 会議を傍聴しようとする者は、附属機関等の長に申し込み、小金井

市附属機関等の会議傍聴券（様式。以下「傍聴券」という。）の交付を受け

なければならない。 

２ 傍聴券の交付を受けた者は、傍聴券に記載された日に限り傍聴すること

ができる。 

３ 傍聴人は、原則として会議開催予定時刻の１０分前から先着順で決定す

る。ただし、会議開催予定時刻の１０分前における傍聴希望者が、前条に

規定する傍聴人の人数を超えるときは、くじ引きで傍聴人を決するものと

する。 

（傍聴券の提示） 

第５条 傍聴人は、係員から要求があったときは、傍聴券を提示しなければ

ならない。 
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（傍聴券の返還） 

第６条 傍聴券の交付を受けた者は、傍聴を終え退場しようとするときは、

傍聴券を返還しなければならない。 

（傍聴席に入ることができない者） 

第７条 次の各号の一に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

 ⑴ 凶器その他危険なものを持っている者 

 ⑵ 酒気を帯びていると認められる者 

 ⑶ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼりの類を持っている者  

 ⑷ 笛、ラッパ、太鼓その他楽器を持っている者 

 ⑸ 前各号に定めるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと

認められるものを持っている者 

（傍聴人の守るべき事項） 

第８条 傍聴人は、傍聴席にあるときは、次に定める事項を守らなければな

らない。 

 ⑴ 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明

しないこと。 

 ⑵ 談論し、放歌し、高笑しその他騒ぎたてないこと。 

 ⑶ はち巻き、腕章、たすきの類をする等示威的行為をしないこと。 

 ⑷ コートの類を着用しないこと。ただし、病気その他の理由により、会

議の長の許可を得たときは、この限りでない。 

 ⑸ 飲食又は喫煙をしないこと。ただし、飲食について会議の長の許可を

得たときは、この限りでない。 

 ⑹ みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 

 ⑺ 携帯電話は、電源を切り、又はマナーモードとし、通話をしないこと。  

 ⑻ 写真及び映像の撮影、録音並びにこれに類する行為をしないこと。た 

だし、会議の長の許可を得たときは、この限りでない。 

 ⑼ 前各号に定めるもののほか、会議の秩序を乱し、又は会議の妨害とな

るような行為をしないこと。 

（傍聴人の退場） 

第９条 傍聴人は、秘密会を開く議決があったときは、速やかに退場しなけ

ればならない。 
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（係員の指示） 

第１０条 傍聴人は、すべて係員の指示に従わなければならない。 

（違反に対する措置） 

第１１条 傍聴人がこの要領に違反するときは、会議の長はこれを制止し、

その命令に従わないときは、これを退場させることができる。 

（委任） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、傍聴の実施に関し必要な事項は、

会議の長が別に定める。 

 



資料７  

小金井市行財政改革審議会（第１回）      令和５年１月１７日 

 

行財政改革審議会の主な審議事項について（予定）  

 

１ 令和４年度及び令和５年度  

 ⑴ 定員管理計画の策定について  

    地方自治体は、常にその組織及び運営の合理化に努め、その規模の

適正化を図らなければならず、地域の実情を踏まえ、自主的・計画的

に適正な定員管理に取り組むことが求められています。  

    令和４年８月に策定した行財政改革２０２５の趣旨と、その後の定

年引上げや、公立保育園の方向性等を踏まえた新たな定員管理計画を

策定するため、その方向性等について、ご意見等をいただきたいと考

えております。  

⑵ 組織改正の検討について  

   現在の組織の不都合や、行財政改革２０２５で目指すスマート自治体

への転換等を踏まえ、新庁舎建設を見据えた組織改正の検討の方向性等

について、ご意見等をいただきたいと考えております。  

 ⑶ 財政規律等の策定について  

   小金井市行財政改革２０２５では、行財政運営上で注視すべき財政指

標等とその適正な基準等を定め、課題の明確化と解決につなげることを

目指しています。この財政規律ガイドラインの策定について、ご意見等

をいただきたいと考えております。  

 ⑷ 行財政改革２０２５の進捗管理について  

   小金井市行財政改革２０２５では、３つの重点取組である「自治体Ｄ

Ｘの推進」、「公民連携・アウトソーシングの推進」、「公共施設マネジメ

ントの推進」について、アジャイル手法により３か月に一度、定性的な

評価による進捗管理を行うこととしており、その内容について審議会へ

報告し、ご意見等をいただきたいと考えております。 

 ⑸ ＤＸ推進全体方針に係るアクションプランについて 

   行財政改革２０２５の第一の柱である「自治体ＤＸの推進」について、

令和４年１０月にＤＸ推進全体方針を策定しましたが、この方針に基づ



いた具体的な取組にかかる進捗管理ツールとなりますアクションプラ

ンの内容等についてご意見等をいただきたいと考えております。  

 ⑹ その他の個別取組について  

行財政改革２０２５の個別取組のうち、上記以外の行政経営担当が行

う取組について、適宜ご意見等を伺いたいと考えております。 

   （ア） 債権引継及び徴収困難債権引継ぎについて 

   （イ） 広告等の活用推進について 

   （ウ） 事務事業評価について 

   （エ） 給付水準の見直しについて 

   （オ） 委員会・審議会等の報酬の見直しについて 

   （カ） 補助金等の見直しについて 

 ⑺ その他  

   上記以外の行財政改革に係る取組等について、必要に応じて適宜ご報

告させていただき、ご御意見等をいただきたいと考えております。  

 

２ 令和６年度  

 ⑴ 次期行財政改革の計画に係る諮問事項の検討  

   小金井市行財政改革２０２５の計画期間は、「第５次小金井市基本構

想」（令和３年度から令和１２年度）の前期基本計画（令和３年度から令

和７年度）における行財政改革の方針を定めるものとして、前期基本計

画と同様の令和７年度までが計画期間となります。  

従いまして、後期基本計画（令和８年度から令和１２年度）の行財政

改革の方針について、１年半程度前から策定作業を開始する必要がある

ことから、第一期行財政改革審議会の後半は新たな行財政改革の方向性

等をご審議いただきたいと考えております。  

 ⑵ その他  

   上記以外の行財政改革に係る取組等について、必要に応じて適宜ご報

告させていただき、ご御意見等をいただきたいと考えております。  

 



 

資料８ 

小金井市行財政改革審議会（第１回）          令和５年１月１７日 

 

 

小金井市行財政改革審議会開催スケジュール（案） 

 

令和４年度 

月 回 検討事項 

１月１７日 第１回 

・委員の委嘱 

・会長及び職務代理者の選出 

・諮問 

・会議の運営等（会議録、会議の公開、傍聴等）の確認 

・スケジュール検討 

３月下旬 第２回 ・行財政改革の推進に関する検討 

 

令和５年度 

月 回 検討事項 

５月下旬 第３回 ・行財政改革の推進に関する検討 

１０月中旬 第４回 ・行財政改革の推進に関する検討 

２月中旬 第５回 ・行財政改革の推進に関する検討 

 

令和６年度 

月 回 検討事項 

５月下旬 第６回 ・諮問事項の検討 

１０月中旬 第７回 ・諮問事項の検討 

１月中旬 第８回 ・諮問事項の検討 

 


